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道内景気は、一部に弱さがみられるものの、緩やかに回復している。生産活動は、弱い動

きとなっている。需要面では、住宅投資は、減少している。公共投資は、持ち直している。

個人消費は、緩やかに増加している。設備投資は、持ち直しの動きがみられる。輸出は、高

水準ながら弱めの動きとなっている。観光は、持ち直しが続いている。

雇用情勢は、有効求人倍率・新規求人数ともに前年を下回り、弱含んでいる。企業倒産

は、負債総額は前年を下回ったものの、件数は前年を上回った。消費者物価は、２３か月連続

で前年を上回った。

現状判断DI（北海道）
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現状判断DI（全国）
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１．景気の現状判断DI～３か月ぶりに低下

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～２か月連続で低下

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、６月の景気

の現状判断DI（北海道）は、前月を０．５ポイ

ント下回る５２．８と３か月ぶりに低下した。た

だし、好不況の分かれ目となる５０は５か月連

続で上回っている。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を０．４ポイント上回る５４．３となった。

５月の鉱工業生産指数は８２．８（季節調整済

指数、前月比▲０．７％）と２か月連続で低下

した。前年比（原指数）では▲３．１％と１３か

月連続で低下した。

業種別では、鉄鋼業、電気機械工業、一般

機械工業など６業種が前月比上昇となった。

食料品工業、パルプ・紙・紙加工品工業、窯

業・土石製品工業など８業種が前月比低下と

なった。

道内経済の動き

― １ ― ほくよう調査レポート ２０２３年８・９月号
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３．百貨店等販売額～１５か月連続で増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～９か月連続で増加

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

前年同月比（右目盛）移出その他乳製品向け牛乳等向け
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５．生乳生産量～９か月連続で減少

生乳生産量

（資料：農林水産省）

５月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋２．６％）は、１５か月連続で前年

を上回った。

百貨店（前年比＋４．５％）は、飲食料品、

身の回り品、その他が前年を上回った。スー

パー（同＋２．３％）は、飲食料品、身の回り

品、その他が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋６．６％）

は、１９か月連続で前年を上回った。

５月の乗用車新車登録台数は、１２，００２台

（前年比＋２８．４％）と９か月連続で前年を上

回った。車種別では、普通車（同＋４３．０％）、

小型車（同＋１２．９％）、軽乗用車（同＋２７．７％）

となった。

１～５月累計では、７３，５６０台（前年比

＋２４．６％）と前年を上回っている。内訳は普

通車（同＋４６．４％）、小型車（同＋９．６％）、

軽乗用車（同＋１３．６％）となった。

５月の生乳生産量は、３６６，４４４トン（前年

比▲３．４％）と９か月連続で前年を下回っ

た。内訳は、牛乳等向け（同▲５．２％）、乳製

品向け（同▲４．０％）、その他（同＋７．０％）、

道外への移出（同＋２．５％）となった。

１～５月累計では、１，７３７，９０２トン（前年

比▲４．６％）と前年を下回った。

道内経済の動き

― ２ ―ほくよう調査レポート ２０２３年８・９月号
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～９か月連続で減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～２か月連続で増加

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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８．公共投資～３か月連続で増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

５月の住宅着工戸数は２，４２４戸（前年比

▲４．５％）と９か月連続で前年を下回った。

利用関係別では、持家（同▲１．７％）、貸家

（同＋０．９％）、給与（同＋３１９．４％）、分譲

（同▲４５．８％）となった。

１～５月累計では、１０，２７１戸（前年比

▲４．４％）と前年を下回った。利用関係別で

は、持家（同▲９．０％）、貸家（＋９．４％）、給

与（同＋２２５．６％）、分譲（同▲３３．０％）と

なった。

５月の民間非居住用建築物着工床面積は、

１２０，０２１㎡（前年比＋１．３％）と２か月連続で

前年を上回った。業種別では、製造業（同

▲６２．６％）、非製造業（同＋１０．０％）であっ

た。

１～５月累計では、５８５，０４３㎡（前年比

▲２．０％）と前年を下回った。業種別では、

製造業（同▲５５．４％）、非製造業（同＋５．２％）

となった。

６月の公共工事請負金額は１，７４５億円（前

年比＋６．９％）と３か月連続で前年を上回っ

た。

発注者別では、国（前年比▲１０．１％）、独

立行政法人（同▲１８．６％）、道（同▲３．６％）、

その他（同▲４３．５％）が前年を下回ったが、

市町村（同＋４２．４％）が前年を上回った。

１～６月累計では、７，２２２億円（前年比

＋１２．６％）と前年を上回った。

道内経済の動き

― ３ ― ほくよう調査レポート ２０２３年８・９月号
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～２０１９年同月比９４．９％まで回復

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～２０１９年同月比４２．４％まで回復

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が２か月ぶりに低下

貿易動向

（資料：函館税関）

５月の国内輸送機関利用による来道者数

は、１，１３４千人（前年比＋４４．４％）と１９か月

連続で前年を上回った。輸送機関別では、航

空機（同＋４５．３％）、JR（同＋５９．８％）、

フェリー（同＋２６．５％）となった。

１～５月累計では、４，８６０千人（同

＋６２．１％）と前年を上回った。

５月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、６２，９６５人（前年比全増）と１１か月連続で

前年を上回った。コロナ禍前の２０１９年同月比

では▲５７．６％となった。

１～５月累計は、４４５，８２８人（前年比全

増）と前年を上回っているが、２０１９年同期比

では▲４７．０％と下回っている。

５月の貿易額は、輸出が２８５億円（前年比

▲４．７％）、輸入が１，７３９億円（同＋７．７％）と

なった。

輸出は、鉄鋼くず、魚介類・同調製品など

が増加したが、船舶、鉄鋼、石油製品などが

減少した。

輸入は、原油・粗油、木材などが減少した

が、石油製品、電気機器、石炭などが増加し

た。

１～５月累計の輸出は、１，３９５億円（前年

比▲４．６％）と前年を下回った。

道内経済の動き

― ４ ―ほくよう調査レポート ２０２３年８・９月号
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～有効求人倍率が２か月連続で１倍を下回る

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～倒産件数が２か月ぶりに前年を上回る

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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１４．消費者物価指数～２３か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

５月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、０．９５倍（前年比▲０．０５ポイント）と前年

を下回った。

新規求人数は、前年比▲５．５％と３か月連

続で前年を下回った。業種別では、サービス

業（同＋３．０％）、宿泊業・飲食サービス業

（同＋２．０％）などが前年を上回ったが、建設

業（同▲１３．３％）、医療・福祉（同▲３．１％）、

製造業（同▲９．９％）などは前年を下回っ

た。

６月の企業倒産件数は、２２件（前年比

＋４．８％）と２か月ぶりに前年を上回った。

業種別ではサービス・他が９件、小売業が５

件などとなった。

新型コロナウイルス関連の倒産件数は１１

件、エネルギーや原材料価格の高騰を原因と

した倒産件数は３件であった。

倒産企業の負債総額は、２３億円（同

▲４６．６％）と５か月連続で前年を下回った。

５月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０５．６（前月比±０．０％）となっ

た。前年比は＋３．３％と２３か月連続で前年を

上回った。

石油製品の価格は調査基準日（５月１０日）

時点で、灯油価格が１１４．０円／ℓ（前月比
▲０．７％、前年同月比▲５．２％）、ガソリン価

格が１６４．０円／ℓ（前月比▲０．６％、前年同月
比▲０．６％）であった。

道内経済の動き

― ５ ― ほくよう調査レポート ２０２３年８・９月号
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＜図表1＞業況の推移
売上DI 利益DI全産業
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１．２０２３年４～６月期 実績

全産業の売上DI（１０）は５期連続で

プラス圏を維持。利益DI（△５）はマ

イナス圏のまま横ばい推移となった。業

種別にみると、食料品製造業、ホテル・

旅館業、運輸業では売上DI、利益DIとも

にプラスとしたが、その他の業種は利益

DIがすべてマイナス圏に留まっている。

２．２０２３年７～９月期 見通し

前期に比べ、全産業の売上DI（１１）

は１ポイント上昇、利益DI（０）は５

ポイント上昇し９年ぶりにマイナス圏を

脱出する見通し。エネルギー価格、原材

料・資材価格が高騰している一方で、値

上げの実現により収益を確保する動きが

みられる。

項 目
２０２０年
４～６７～９１０～１２

２０２１年
１～３４～６７～９１０～１２

２０２２年
１～３４～６７～９１０～１２

２０２３年
１～３４～６７～９

見通し

売上DI △５９ △５３ △３８ △３２ △３ △１２ △２ △８ １１ １３ １２ １７ １０ １１
利益DI △５７ △４５ △３２ △３０ △８ △１６ △１５ △２１ △４ △４ △３ △３ △５ ０

定例調査

売上DIはプラス維持、利益DIは９年ぶりにマイナス脱出の兆し
第８９回 道内企業の経営動向調査
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＜図表2＞業種別の要点

要 点
（２０２３年４～６月期実績）

２０２２年
７～９

２０２２年
１０～１２

２０２３年
１～３

２０２３年

４～６

２０２３年
７～９

実績 実績 実績 実績

前回
見通し 見通し

全 産 業

製造業は売上DI・利益DIともに改
善、非製造業はともに悪化した。

売上ＤＩ １３ １２ １７ １０ １４ １１
利益ＤＩ △４ △３ △３ △５ △３ ０

製 造 業

食料品製造業が製造業では唯一、売
上DI・利益DIともにプラスに改善。

売上ＤＩ １ ５ ０ １２ ３ ６
利益ＤＩ △１９ △１３ △２６ △１５ △２０ △９

食 料 品 食品製造・水産は売上DI改善に寄
与、畜産・製菓は利益DI改善に寄与。

売上ＤＩ ３０ ５０ ３３ ５１ ２７ ４１
利益ＤＩ １１ ２１ △１３ ５ △１３ ５

木 材 ・ 木 製 品 売上DI・利益DIともにマイナス
かつ低水準が続く厳しい状況。

売上ＤＩ １６ △２３ △１８ △２１ △９ △３３
利益ＤＩ △１６ △２９ △３８ △２５ △１４ △１７

鉄鋼・金属製品・
機械

売上DIは鉄鋼が低下したが、金属
製品・機械が上昇しプラスに浮上。

売上ＤＩ △１９ △２２ △９ ８ △９ ０
利益ＤＩ △３３ △２８ △１２ △１４ △３０ △１１

非 製 造 業

建設業だけが売上DI・利益DI改善に
寄与。特に卸売業・小売業は悪化。

売上ＤＩ １７ １６ ２５ ８ １９ １４
利益ＤＩ ２ ２ ７ ０ ４ ４

建 設 業 売上DI・利益DIともにマイナス圏が続
くが、官工事・民間工事ともに改善。

売上ＤＩ △２３ △２１ △１９ △５ ３ ４
利益ＤＩ △３８ △３３ △４０ △１３ △１９ △５

卸 売 業 食品卸・資材卸・機械卸・その他卸
全てが売上DI・利益DIともに悪化。

売上ＤＩ ３４ ４０ ３７ △４ １４ △５
利益ＤＩ １７ ２７ １６ △１１ ４ △１６

小 売 業 食品・大型店小売は前期並み。燃料
店小売・その他小売はともに悪化。

売上ＤＩ ２６ １９ ６７ １３ ３３ ２６
利益ＤＩ ９ △１１ ３３ △１１ １２ ０

運 輸 業 旅客・貨物ともに悪化。売上DI・利益
DIは旅客プラス圏、貨物マイナス圏。

売上ＤＩ ４６ ３８ ２４ １４ １９ ２９
利益ＤＩ １９ １７ １９ １１ １４ ２９

ホテル・旅館業 都市ホテル・観光ホテルともに売
上DI・利益DI高水準を維持。

売上ＤＩ ７８ ８０ ８３ ８８ ６１ ８８
利益ＤＩ ８８ ８０ ８３ ８８ ６１ ８８

＜図表3＞地域別業況の推移

２０２０年
１０～１２

２０２１年
１～３

２０２１年
４～６

２０２１年
７～９

２０２１年
１０～１２

２０２２年
１～３

２０２２年
４～６

２０２２年
７～９

２０２２年
１０～１２

２０２３年
１～３

２０２３年

４～６

２０２３年
７～９

実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績

前回
見通し見通し

全 道
売上ＤＩ △３８ △３２ △３ △１２ △２ △８ １１ １３ １２ １７ １０ １４ １１
利益ＤＩ △３２ △３０ △８ △１６ △１５ △２１ △４ △４ △３ △３ △５ △３ ０

札 幌 市
売上ＤＩ △３７ △３２ ２ △３ ４ △１１ １１ １５ １９ １８ １２ １８ １２
利益ＤＩ △３１ △２９ ０ △１０ △６ △２１ ０ ３ ３ ３ △１ ６ ０

道 央
（札幌除く）

売上ＤＩ △３７ △２１ △７ △１８ △５ △９ １７ １７ １９ ２７ ２７ ２２ ２８
利益ＤＩ △３５ △２６ △１８ △１８ △１７ △２５ △９ △５ ３ △１ △１ ０ ８

道 南
売上ＤＩ △５６ △５２ △８ △２９ △２０ △１９ ２４ ２４ ３４ １７ ５ ３７ １１
利益ＤＩ △５３ △５５ △１８ △３２ △３４ △４４ △５ △８ △３ △９ ０ ３ ５

道 北
売上ＤＩ △２７ △２５ ３ △８ ４ ８ １１ ０ ２ ８ ０ ６ ０
利益ＤＩ △２２ △２０ △２ △１８ △９ △３ ７ △１１ △７ △１２ △１６ △１４ △１６

道 東
売上ＤＩ △４０ △４４ △９ △１８ △３ △９ △８ ６ △１２ １１ △４ △１０ １
利益ＤＩ △２９ △３１ △１１ △１６ △２７ △１９ △１５ △９ △１７ △５ △１０ △１６ △１

定例調査
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＜図表4＞業況の推移（業種別）

運輸業鉄鋼・金属製品・機械製造業

ホテル・旅館業建設業

定例調査
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＜図表6＞利　益

＜図表5＞売　上
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増加 30 不変 51 1
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30 46 24
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6 不変 43 減少 31
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21 41 38
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2023/4～6実績（n=378） 2023/7～9見通し（n=375）

2023/4～6実績（n=376） 2023/7～9見通し（n=373）

※四捨五入の関係から合計が１００とならない場合がある。
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＜図表7＞資金繰り
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＜図表8＞短期借入金の難易感
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31 69

16 82 2

6 不変 89 5

4 88 8

3 94 3

96 4

92 8

16 63 21

8 88 4

3 91 6

2 94 4

11 86 3

11 85 4

33 67

13 82 5
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6
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8 不変 90 2
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2023/4～6実績（n=377） 2023/7～9見通し（n=373）

2023/4～6実績（n=373） 2023/7～9見通し（n=371）

悪化好転 悪化好転

容易 困難 困難容易
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＜図表10＞設備投資

＜図表9＞在　庫
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実施 38 実施せず 62
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31 69
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過多 過少 過多 過少
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＜図表11＞資金需要見通しの前年比較（運転資金）
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＜図表12＞資金需要見通しの前年比較（設備資金）
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＜図表13＞当面する問題点（上位項目）の要点（複数回答）

項目 前期比 要 点

�原材料価格上昇（６９％） △４ 製造業（８２％）は木材・木製品（▲９）を除いて上昇し依然として高い水
準となっている。非製造業（６３％）は小売業（＋１６）を除いて低下した。

�人手不足（６３％） ＋７ 製造業（５７％）は１０ポイント上昇し２位、非製造業（６６％）は５ポイ
ント上昇し１位となり人手不足感が強まっている。

�諸経費の増加（５２％） △５ 製造業（５７％）は前回調査から変動なく各業種も前回並みの水準。非製造業
（４９％）は９ポイント低下、特に運輸業（▲２７）、建設業（▲２０）は大きく低下した。

�人件費増加（３９％） ＋１ 製造業（３６％）は食料品（＋６）ほかすべての業種が前回以上となった。非製造業（４０％）は建設業（＋８）、その
他（＋１１）が上昇したが、卸売業（▲１０）、小売業（▲５）、運輸業（▲２）、ホテル・旅館業（▲１９）が低下した。

�売上不振（２８％） △１ 製造業（３５％）、非製造業（２４％）と低位だが、木材・木製品（５８％）は前回
調査に続き問題点の１位、小売業（＋８）、卸売業（＋７）は上昇している。

�過当競争（１５％） △３ 製造業（１２％）は全業種低下、非製造業（１６％）は小売業（＋５）、
建設業（＋１）、ホテル・旅館業（±０）を除き低下。

＜図表14＞当面する問題点（上位項目）の推移（複数回答）

（複数回答）
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法：調査票を配付し、郵送または電子メールにより回収。
調査内容：第８９回定例調査（２０２３年４～６月期実績、２０２３年７～９月期見通し）
回答期間：２０２３年５月中旬～６月中旬
本文中の略称
A 増加（好転）企業：前年同期に比べ良いとみる企業
B 不変企業：前年同期に比べ変わらないとみる企業
C 減少（悪化）企業：前年同期に比べ悪いとみる企業
D ＤＩ：「増加企業の割合」－「減少企業の割合」
E ｎ（number）＝有効回答数

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�原材料価格上昇
① ① ① ③ ① ① ② ② ① ① ② ① ③
６９ ８２ ９５ ５０ ８６ ９０ ６３ ６３ ６７ ６９ ６８ ８８ ４３
（７３）（８０）（９３）（５９）（８２）（８１）（７０）（７６）（７８）（５３）（７１）（９４）（５３）

�人手不足
② ② ③ ② ③ ① ① ③ ③ ① ② ①
６３ ５７ ６５ ４６ ６２ ４８ ６６ ８１ ３８ ５１ ８２ ８１ ７１
（５６）（４７）（５３）（４５）（４５）（３８）（６１）（７６）（３３）（５６）（７６）（７２）（５８）

�諸経費の増加
③ ② ② ② ③ ② ③ ② ② ③ ③ ②
５２ ５７ ７３ ５４ ４３ ５７ ４９ ３１ ５５ ６４ ５４ ５６ ５７
（５７）（５７）（７０）（５５）（４５）（６３）（５８）（５１）（５９）（６２）（８１）（６７）（４７）

�人件費増加
③

３９ ３６ ４９ ２９ ３０ ３３ ４０ ５０ ３３ ３６ ３６ ２５ ４０
（３８）（３３）（４３）（２３）（３０）（３１）（４０）（４２）（４３）（４１）（３８）（４４）（２９）

�売上不振
①

２８ ３５ １４ ５８ ３８ ４３ ２４ ２４ ２９ ２６ ２５ ２５ １７
（２９）（４２）（２３）（５９）（４２）（５０）（２４）（２７）（２２）（１８）（３８）（２８）（１８）

�過当競争 １５ １２ １１ １３ １１ １４ １６ ２５ １６ ２３ ４ ６ ５
（１８）（１５）（１３）（１４）（１５）（１９）（２０）（２４）（２９）（１８）（１０）（６）（１３）

�販売価格低下 ５ ６ ０ ２１ ３ ５ ４ １ ９ １０ ４ ０ ０
（５）（８）（３）（１４）（６）（１３）（３）（１）（６）（９）（０）（－）（３）

�価格引き下げ要請 ５ ３ ０ ４ ５ ５ ６ ６ １６ ０ ０ ０ ２
（３）（３）（３）（－）（３）（６）（３）（１）（１０）（－）（－）（－）（３）

	設備不足 ４ ７ １１ ８ ５ ０ ３ ０ ４ ０ ７ ６ ７
（５）（１３）（２３）（９）（１２）（－）（２）（１）（４）（６）（－）（－）（－）

	資金調達 ４ ６ ５ １７ ０ ５ ３ ３ ２ ５ ４ ０ ２
（５）（８）（－）（１４）（９）（１３）（４）（３）（２）（－）（－）（６）（１３）


代金回収悪化 １ ０ ０ ０ ０ ０ １ １ ２ ３ ０ ０ ０
（１）（－）（－）（－）（－）（－）（１）（－）（２）（３）（－）（－）（３）

�その他 １ ２ ０ ０ ５ ０ １ ０ ２ ３ ０ ０ ０
（３）（３）（－）（５）（３）（６）（３）（１）（４）（６）（－）（６）（５）

＜図表15＞当面する問題点（複数回答）
（n＝３７９） （単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ３８１ １００．０％
札幌市 １３０ ３４．１ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ８３ ２１．８
道 南 ３８ １０．０ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５９ １５．５ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ７１ １８．６ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ６９２ ３８１ ５５．１％
製 造 業 １９７ １１９ ６０．４
食 料 品 ６８ ３７ ５４．４
木 材 ・ 木 製 品 ３１ ２４ ７７．４
鉄鋼・金属製品・機械 ６０ ３７ ６１．７
そ の 他 の 製 造 業 ３８ ２１ ５５．３
非 製 造 業 ４９５ ２６２ ５２．９
建 設 業 １３９ ８０ ５７．６
卸 売 業 ９８ ５７ ５８．２
小 売 業 ９４ ３９ ４１．５
運 輸 業 ５０ ２８ ５６．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３３ １６ ４８．５
その他の非製造業 ８１ ４２ ５１．９

業種別回答状況
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今回の調査では、仕入原価、エネルギー価格の高騰によるコストアップに対して、価格転

嫁や新商品開発、新たな付加価値の提供により利益を確保しようとする企業の姿が見受けら

れました。

また、今春の賃上げを実施した後も人材確保が困難な状況が続いており、積極的な事業展

開に苦悩する状況がうかがえます。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介します。

１．食料品製造業 ２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械製造業

＜飲料品製造業＞ 売上は前年比で伸張して
いるが、原材料の値上げが続き利益が減少し
ている。販路拡大と新商品の開発を実施す
る。利益確保に向けて製品の値上げも視野に
進める。（道南）

＜水産加工業＞ コロナ禍にあった３年間を
脱却し、今のところは売上の調子は上向きに
なっている。取引先も厳選して見直した結
果、経費が減少し効率は上向きになった。（道
東）

＜製菓業＞ 仕入価格の値上がりやエネル
ギーコストの高騰を受け、販売価格を改定し
て売上・利益は増加している。コロナ禍で
は、生産効率の向上やロス対策でSKU（在庫
品目数）を絞って製造したが、売上が回復傾
向になり再販を含めた計画を進めている。人
員は、コロナ禍で退職者が増加した為、大
卒・高卒や中途での採用を進め、生産量が増
加しても対応できる体制の構築を進めてい
る。（道北）

＜飲料品製造業＞ 生産設備の更新で生産能
力が向上し、販売数も増えている。年末に向
けて生産能力を１．６倍にする予定。単位時間
当たりの製造数量を増やし電気代や化石燃料
の製品１本あたりのコスト削減を目指してい
る。（道央）

＜家具製造業＞ 製品の価格改定を前に４月
に駆け込み受注があり過去にない受注額と
なったが、反動減で７月以降の受注が少なく
売上・利益に影響がでると予想している。（道
北）

＜鉄鋼製造業＞ 十勝エリアは全般に案件が
少なく見積もり依頼も少ない。少なくとも年
内いっぱいは投資控えの雰囲気にある。地元
案件は確実に受注し、都市部（札幌・関東）
の案件は溢れたものを狙い耐え忍びたい。（道
東）

＜金属製品製造業＞ 仕入価格の上昇分は販
売価格にのせて売上は上がりました。しかし、
今は人材不足により受注を制限しています。
外国人労働者の採用に動いています。（道央）

＜金属製品製造業＞ 昨年と比べ今期は少し
ですが、仕事の相談や見積もり依頼が多く
なっていると思います。しかし、物価や人件
費が上がっている中で価格転嫁できないもの
があり、企業努力にも限界が出てきていま
す。粘り強く説明し希望金額を確保するしか
ないと思います。（札幌）

＜機械器具製造業＞ 今年に入り受注増加傾
向にあるが、工場の生産体制が追い付いてい
ない。また、資材高騰のスピードが予想より
早く、売価に転嫁できていない。人材確保に

経営のポイント

価格転嫁を進めるも利益確保に苦慮、人手不足感も強まる
〈企業の生の声〉
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４．その他の製造業

５．建設業

６．卸売業

動いているが、思うように採用できない、採
用しても長続きしない。時給を上げて人材確
保に努めている。（札幌）

＜金属製品製造業＞ 売上高は２０２０年比▲
１２％まで回復している。コロナ禍関連の危機
からはようやく脱出の見込み。諸物価の高騰
など先行き不透明感はぬぐえないが、人流復
活とインバウンド効果に期待している。景気
回復に向け職員の採用を昨春から復活させた
が応募者なし。将来を見据え若年層を補充し
たいが厳しい展開が続いている。（札幌）

＜機械器具製造業＞ コロナ禍の影響から脱
出しつつあるが、鋼材価格の値上がりや電装
品の納期長期化が発生している。環境ビジネ
スは、製品売りからソリューション提案を行
うコト売りにシフトすることで、より付加価
値の高い事業へ拡大する可能性がある。今後
は、調達や製品製造の海外シフトも考えてい
る。また、販売先も適正価格で販売できる海
外市場にもアプローチする予定。（札幌）

＜印刷業＞ 原材料や電気代などの値上がり
分の全てを価格に転嫁することはできないた
め、収益が圧迫されている。（札幌）

＜印刷業＞ 新型コロナの影響から取引先の
集客施設が活動を停止し、弊社で受注してい
たDM・チラシ受託業務が大幅に減少した。
新型コロナは５類に移行したが、取引先の広
告宣伝費削減による影響は受け続けており、
売上高が大幅に減少している。（札幌）

＜建設業＞ 土木建設業界は慢性的な人材不
足にあり、新卒採用ははかばかしくなく、中
途・第２新卒等の採用により補填する必要が
ある。働き方改革、２０２４年問題、残業時間の
管理など建設業界の課題は厳しい。（道北）

＜建設業＞ 人手不足により売上が減少して

いる。新卒者、中途退職者の雇用活動を継続
していく。（道央）

＜建設業＞ 人材確保のための福利厚生面で
の経費が増えてきているが、売上・利益が
伴っていない。（道南）

＜土工工事業＞ 販売単価の値上げにより、
売上高は昨年を上回っているが、仕入単価の
上昇分をすべて吸収できないため、今後の収
益悪化を懸念している。更なる販売単価の引
上げは競争力低下になる為、より一層の経費
節減に努める。業務工程を見直し、収益性の
改善に取組んでいる。（道央）

＜住宅建築業＞ 専用住宅については昨年よ
り売上・利益は改善傾向にあるが、イベント
への来場者数は減っている。原価高騰により
価格が上昇しており成約率は低下している。
（道央）

＜住宅建築業＞ コロナが落ち着き、お客様
の動きが活発になってきた。年度初めに落ち
込んだ売上を挽回すべく、新しいモデルハウ
スにて新商品を積極的に販売したい。（道央）

＜住宅建築業＞ 原価高騰がひと段落した様
子ですが、予断を許さない状況です。札幌市
内の在庫が多く、今後価格競争に巻き込まれ
るのではないかと懸念しています。（札幌）

＜電気工事業＞ 官公庁工事の状況は堅調で
あるが、民間工事は顧客企業の業況次第であ
り積極的な状況ではない。投資面について
は、人材確保・育成を継続し、利益の確保に
注力していく。（札幌）

＜食料品卸売業＞ 冷凍品の相場下落はひと
段落した感があるが、動きが鈍く、在庫過多
にならないように注意している。エネルギー
価格の高騰もひと段落したが、電気代、保管
料等の諸経費が増加している。商品相場や販

経営のポイント
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７．小売業

売動向を注視し、適正在庫を維持しながら、
在庫の回転率を上げ、間接的な経費を抑制し
て利益の積み増しを目指している。（札幌）

＜工業用品卸売業＞ 今後も仕入先からの値
上げ要請は続くと思われ、販売価格への転嫁
が重要と考えている。人材が不足しており、
新卒・中途ともに募集しているが応募がな
い。今期は、社員給料のベースアップを実施
しており、人件費が大幅に増加する見通し。
その他経費も増加傾向にあり、今期は減益を
予想している。（札幌）

＜食肉卸売業＞ 原材料の仕入価格が上昇し
販売価格に少しずつ転嫁しているが、値上げ
により売上が減少している。新規顧客開拓の
ため、新しいコンセプトの店づくりや新メ
ニューの開発を行う。（道東）

＜包装用品卸売業＞ 値上げの浸透に伴い、
前期比では増収・増益につながっている。こ
のところ価格改定を主に活動してきたが、新
規先開拓や新たな商材の積み上げ等、先々の
売上に寄与する活動のウェイトを高めて行き
たい。（札幌）

＜機械器具卸売業＞ 売上は前期比で上昇に
転じたものの、原材料や諸経費の高騰から利
益が圧迫されている。価格転嫁も進めている
が、経費上昇のスピードか速すぎて対応に苦
慮している。（札幌）

＜酒類卸売業＞ 売上は昨年と比べ増加傾向
にあるが、取扱商品の価格改定の頻度が多
く、取引先への価格転嫁を都度行うことが難
しい。商品の拡売を親会社と連携して行い、
売上規模の拡大を推進する。（札幌）

＜石油製品卸売業＞ 卸売部門は、石油製品
の価格が落ち着き売上は横ばい圏の動き。価
格競争の環境は変わらないが、過度な対応は
せず収益確保を図っている。不動産部門は、
堅調だが管理コストは上昇している。新規物

件を取得してボリュームを確保している。（札
幌）

＜リサイクルショップ＞ 電気料金の値上が
りで利益が圧縮される。物価高での売上げ減
少も不安要素である。新規事業と業務のDX
を目指し、効率改善と機会損失を無くすこと
を計画している。（道北）

＜食品スーパー＞ 値上がり傾向が続き、売
上高は横ばいから微増に転じている。地方向
け商品配送については運送業界の人手不足が
見込まれる。物流について、弊社を含め生鮮
スーパー、運送業者が集まり物流研究会を立
上げ、配送の効率化の検討を開始した。（札
幌）

＜大型小売店＞ 売上は買上げ点数の減少、
単価上昇の傾向が続いている。新店効果で売
上げ増加は見込める。利益はエネルギーコス
トの上昇で厳しい状況が続いている。今後
は、適正な価格設定により客単価、買上げ点
数の増加を見込む。（道南）

＜タイヤ販売店＞ タイヤやアルミホイール
の値上げの影響から売上単価は上昇してい
る。ただ、タイヤ単品の売上は増えている
が、アルミホイールまで手が届かないお客様
が多くなっている。（道北）

＜釣具販売店＞ 釣具、アウトドア用品など
のブームでもあり、販売競争が一層激しく
なっている。加えて、人件費上昇、水道光熱
費の値上がり等により、極めて厳しい収益環
境となっている。不採算店舗の見直し、店舗
リニューアル、経営資源の集約、当社独自の
商品ラインナップ、新たな販売企画に注力し
ていく。（札幌）

＜水産食料品小売業＞ 昨年秋以降、売上が
徐々に回復傾向にあったが、本年２月頃より
公共料金等の値上げにより消費マインドが落

経営のポイント
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８．運輸業

９．ホテル・旅館業

１０．その他非製造業

ち込んでいるように思います。弊社主力商品
の一つである鮭鱒の取扱いも前年割れとなっ
ています。商品開発のスキルを更にアップし
て現状に合った付加価値のある商品提供を継
続していきたい。（道東）

＜酒小売業＞ コロナによる行動制限解除に
より人出が回復し、売上は前年比増加してい
るが、コロナ禍前の水準には遠く届かない。
物価高への生活防衛と人員確保・離職防止の
ため賃金アップを実施するとともに、賃金配
分の納得性向上のため評価制度の整備・拡充
を図る。事務管理面では、IT化推進によるコ
ストダウンと社員のマルチタスク化の実現を
検討していく。（札幌）

＜運輸業＞ 恒常的なドライバー、作業員不
足、燃料価格の高止まり、人件費の増加等で
経費を大きく押し上げているが、運賃に転嫁
できない状況が続いている。地道な運賃交渉
を粘り強く実施していく。（道央）

＜運輸業＞ 売上が変わらず、その反面人件
費や燃料費などが増加し、利益増加が見込め
ない。通常運賃にプラスαになるように、付
加価値を付けた移送を提供して利益増加に努
める。（道北）

＜旅館＞ 単価アップのため、差別化につな
がる設備投資を行う。（道央）

＜観光ホテル＞ 外国人観光客の復調にて売
上は増加するが、原材料の高騰、電気料金の
値上げ、人件費の増加で収益を圧迫し、十分
な業況改善に至っていない。更なる費用圧縮
は難しく、売上増加にて利益確保に努める。
（道北）

＜自動車整備業＞ 受注は順調だが人手不足
の影響で納期が延びている。ベトナム人とイ

ンドネシア人の実習生で当面は凌いでいく。
（道北）

＜自動車整備業＞ 売上は、単価値上げの成
果が出てきている。利益は、在庫管理を厳正
に実施したことで、原材料費が抑えられてお
り増加傾向にある。（札幌）

＜建設コンサルタント＞ 当社主力事業の公
共工事の予算は横ばいだが、建設コンサルタ
ントに関わる委託業務がやや減少するのでは
ないかと心配しております。受注の大きな伸
びは期待できないため、経費削減に注力して
いく予定です。（道東）

＜建設コンサルタント＞ 売上は、人件費や
物価上昇の価格転嫁が適正にできるかが問題
となる。デフレが長く続いていたため営業担
当者のマインド改善等も鍵となる。都度、価
格転嫁ができているかチェックしながら
PDCAを回していく。（札幌）

＜廃棄物処理業＞ 長い目で見ると廃棄物量
は減少傾向にあり、廃棄物処理に代わる柱に
なる事業が必要になる。また、短期的には昨
今の燃料、電気料金、資材価格の高騰や人件
費の増加に対応した処理料金の値上げの検討
も必要となる。（道央）

＜クリーニング業＞ エネルギーコスト上昇
に対して、値上げや利益率改善の取組み効果
から、業績は回復基調となっている。一方
で、人手不足が需要回復に伴い顕在化してお
り、人材確保に苦慮している。合理化や省人
化による生産性の向上を加速させたい。（札
幌）

＜ソフトウェア開発＞ 人手不足によるSE
支援事業の需要は高まっていくと思われる。
DX推進を目玉にIT投資を促す補助金事業な
どにより、業者間で交流する「きっかけ」が
出来ると事業化する可能性が増えるのではな
いかと考える。（札幌）

経営のポイント
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Ⅰ．道内景気について（現状・先行き・懸念材料）
１．道内景気の現状と先行きについて
景気判断DI（３６、「回復しているとし

た企業の割合」－「悪化しているとした
企業の割合」）は前年から４０ポイント上
昇し、５年ぶりにプラス圏となった。道
内景気が回復に転じる時期は、「２０２３年
中」が５６％となった。すでに回復に転じ
ている（２０２３年６月以前に回復）と捉え
ているのが３３％で最多となった。
２．景気先行きの懸念材料（複数回答）
前回８位だった「電気料金の動向」

（７５％）が３１ポイント上昇し、１位と
なった。

Ⅱ．賃金の動向について
定期給与（基本給・諸手当等）を引き
上げ・引き上げ予定の企業（８５％）は、
３年連続で前年を上回り、２０１３年の調査
開始以来最高の水準となった。一人当た
りの引き上げ幅は、「前年から増加し
た」が前年から１９ポイント上昇し８３％と
なった。
また、特別給与（賞与・期末手当等）
を引き上げ・引き上げ予定の企業（３０％）
も、３年連続で前年を上回り、過去３番
目に高い水準となった。
賃金見直しの際の重視項目で最も多い
のは、「企業の業績」（８２％）であった。
他方、前年からの上昇幅が最も大きい項
目は「物価の動向」（４４％）であり、上昇
幅は２６ポイントであった。

特別調査

景気判断DIは５年ぶりプラス圏、賃上げの動きはさらに進展
道内景気と賃金の動向について

〈図表１〉景気判断DIの推移

回
復
し
て
い
る←

→

悪
化
し
て
い
る

※１９９７年および２００４年は調査実施なし。

〈図表２〉賃金の引上げ推移
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Ⅰ 道内景気について（現状・先行き・懸念材料）

１．道内景気の現状と先行きについて

〈図表５〉道内景気が回復に転じる時期

（n＝３６３） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�２０２３年 ５６ ５３ ８３ ４１ ３８ ３５ ５８ ４３ ７０ ５８ ６１ ８１ ６１

（６月以前） （３３）（２４）（４２）（１８）（１８）（１０）（３７）（２６）（４３）（３７）（３９）（６３）（３９）

（７～９月） （１１）（１２）（２５）（－）（９）（５）（１０）（１０）（１３）（１１）（９）（１３）（７）

（１０～１２月） （１３）（１７）（１７）（２３）（１２）（２０）（１１）（６）（１４）（１１）（１３）（６）（１５）

�２０２４年 ２９ ３４ １４ ４５ ３５ ５５ ２６ ３４ ２０ ２９ ２６ １３ ２４

（１～３月） （６）（７）（－）（５）（９）（２０）（６）（８）（５）（－）（４）（６）（７）

（４～６月） （１７）（１７）（１１）（１８）（１５）（３０）（１６）（１９）（１３）（２６）（１７）（６）（１０）

（７～９月） （５）（７）（－）（２３）（６）（５）（４）（４）（２）（３）（４）（－）（７）

（１０～１２月） （１）（３）（３）（－）（６）（－）（１）（３）（－）（－）（－）（－）（－）

�２０２５年１月以降 １５ １３ ３ １４ ２６ １０ １６ ２３ １１ １３ １３ ６ １５

〈図表３〉項目別の要点

（項 目） 要 点

�現状判断
〈図表４〉

景気判断DI（全産業、３６）は前年比４０ポイント上昇し５年ぶりのプラス圏となった。
業種別では鉄鋼・金属製品・機械製造業を除く全ての業種でプラス圏に浮上した。

�先行き〈図表５〉
（回復に転じる時期）

道内景気が回復に転じる時期は、全産業で「２０２３年中」（５６％）が最多となった。業種別では、ば
らつきがみられるものの、食料品製造業やホテル・旅館業で「２０２３年中」に回復が８割を超えた。

※四捨五入の関係から合計が合わない場合がある。

〈図表４〉道内景気の現状

（n＝３７４） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�回復している ４９ ４０ ７０ ３８ ２１ １９ ５４ ４４ ５４ ４９ ５６ ８１ ６６

（急速に回復） （１）（１）（３）（－）（－）（－）（１）（－）（２）（－）（４）（６）（－）

（緩やかに回復） （４８）（３９）（６８）（３８）（２１）（１９）（５３）（４４）（５３）（４９）（５２）（７５）（６６）

�横ばい状態 ３７ ４３ ２４ ３３ ５６ ６７ ３４ ３６ ３７ ３３ ３７ １９ ３２

�悪化している １４ １７ ５ ２９ ２４ １４ １２ ２１ ９ １８ ７ － ２

（緩やかに悪化） （１３）（１６）（５）（２５）（２４）（１４）（１１）（１９）（９）（１５）（７）（－）（２）

（急速に悪化） （１）（１）（－）（４）（－）（－）（１）（１）（－）（３）（－）（－）（－）

景気判断DI�－� ３６ ２２ ６５ ８ △３ ５ ４２ ２３ ４６ ３１ ４８ ８１ ６３

前年同時期 景気判断DI △４ △１１ ２０ △３９ △１７ △３０ △１ △１４ △９ ５ ９ ４４ ２

※四捨五入の関係から合計が合わない場合がある。

特別調査

― ２０ ―ほくよう調査レポート ２０２３年８・９月号
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「原油価格の動向」の推移

0

20

40

60

80

100
（％）

31

49 54
42 38 36

79
6762

52

20232021 20222020201920182017201620152014

「物価の動向」の推移

0

20

40

60

80

100
（％）

20
2725 26

19 18 21 21

47
55

20232021 20222020201920182017201620152014

「国内景気の動向」の推移
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２．景気先行きの懸念材料

〈図表６〉景気先行きの懸念材料（上位６項目）の要点（複数回答）

（項 目） 前年比 要 点

�電気料金の動向（７５％） ＋３１ 前回の８位から大きく順位を上げた。電気料金値上げのタイミングと重なったこ
ともあり、関心の高さを示す結果となった。

�原材料価格の動向（７１％） △３ 全産業では前回から順位を下げたが、製造業（８４％）では２％ポイント上昇し、
引き続き１位となった。

�原油価格の動向（６７％） △１２ 引続き高位であるが、多くの業種で前年を下回った。運輸業（８５％）も低下はし
たものの、水準は高く１位を維持している。

�物価の動向（５５％） ＋８ 製造業（５５％）、非製造業（５９％）ともに前回に比べ上昇した。業種別では、木
材・木製品（２９％）は前回を下回り、他の業種に比べ水準も低くなっている。

�ウクライナ紛争の動向（５１％） △７ 全産業は前回に比べ低下した。本項目は小麦価格に影響するためか、特に食料品
製造業（６０％）が関心の高さを示した。

�国内景気の動向（５０％） △８ 製造業（４９％）、非製造業（５０％）とも前回に比べ低下した。

〈図表７〉景気先行きの懸念材料（上位６項目）の推移（複数回答）

※「電気料金の動向」は２０１５年、「ウクライナ紛争の動向」は２０２２年から調査項目に追加。

特別調査

― ２１ ― ほくよう調査レポート ２０２３年８・９月号
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〈図表８〉景気先行きの懸念材料（複数回答）

（n＝３７６） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�電気料金の動向
① ② ① ② ① ② ① ③ ② ② ② ① ①
７５ ８２ ９５ ５８ ８２ ８６ ７２ ７２ ６５ ７４ ５９ ９４ ８１
（４４）（５７）（７３）（３９）（５１）（５０）（３９）（３３）（３７）（４９）（９）（７５）（５０）

�原材料価格の動向
② ① ② ① ① ① ③ ② ① ③ ②
７１ ８４ ８９ ７１ ８２ ９１ ６５ ７３ ７４ ７２ ４８ ６３ ４１
（７４）（８２）（８３）（７２）（９３）（７１）（７０）（８０）（８１）（６３）（６２）（５６）（６０）

�原油価格の動向
③ ③ ② ③ ③ ② ① ① ②
６７ ６２ ６２ ５８ ５９ ７１ ６９ ７５ ５４ ６９ ８５ ５０ ７４
（７９）（７８）（８１）（７８）（７１）（８８）（７９）（７８）（７５）（７８）（９４）（８８）（７１）

�物価の動向
④ ③ ③ ③
５５ ４７ ６８ ２９ ４１ ３８ ５９ ５８ ６０ ６２ ５６ ５６ ６０
（４７）（４５）（５９）（３９）（４２）（３３）（４８）（４７）（５１）（５４）（３２）（４４）（５６）

�ウクライナ紛争の動
向

⑤
５１ ５４ ６０ ４６ ５６ ５２ ４９ ５６ ３９ ５１ ４８ ４４ ５２
（５８）（５６）（６１）（３９）（５６）（５８）（６０）（６２）（５６）（６３）（５９）（６９）（５４）

�国内景気の動向 ５０ ４９ ６５ ３８ ４７ ３８ ５０ ４７ ５３ ５９ ５６ ２５ ５２
（５８）（５９）（６３）（４４）（５６）（６７）（５８）（５９）（６０）（５９）（６５）（３８）（５６）

�個人消費の動向
③ ① ②

４７ ４３ ６８ ５０ ２１ ２９ ４９ ３４ ４４ ７７ ５９ ５６ ４８
（５１）（４４）（７３）（３３）（２０）（４２）（５５）（４１）（６１）（７６）（４４）（６９）（５４）

	雇用の動向
②

３５ ３５ ５４ ２１ ２４ ３３ ３６ ３２ １９ ４４ ４８ ６３ ４１
（２７）（１６）（２９）（６）（５）（２１）（３２）（３６）（２３）（２９）（２４）（５０）（３８）


公共投資の動向 ３２ ２８ ８ １７ ４１ ５２ ３４ ５４ ２８ １３ ３０ １３ ３６
（３０）（２５）（７）（１７）（３７）（４２）（３３）（６７）（２６）（１０）（１２）（－）（３３）

�為替の動向 ２５ ３４ ４１ ４６ ２４ ２４ ２１ １５ ３０ ３６ １１ １３ １４
（２７）（３２）（３９）（６７）（１２）（２９）（２５）（２２）（４２）（２４）（１２）（１３）（２３）

�金利の動向 ２２ １６ １６ ２９ ９ １０ ２５ ２３ ２５ ２６ ３３ ２５ ２１
（２０）（１９）（２９）（２２）（１２）（８）（２０）（２７）（１６）（２０）（１２）（２５）（１９）


住宅投資の動向 １７ １８ ０ ５０ ２１ １０ １７ ２２ ２１ １５ １５ ６ １０
（１７）（１７）（７）（６１）（７）（１７）（１７）（２６）（２１）（１０）（９）（－）（１５）

�設備投資の動向 １７ １７ １１ ０ ４１ １０ １７ ２５ １８ １０ １５ １９ ７
（１６）（１９）（１０）（１７）（３２）（１３）（１５）（２６）（１２）（１０）（９）（６）（１０）

�中国経済の動向 １６ １９ １６ ３８ １５ １０ １５ ９ １６ ２３ １９ ２５ １０
（２４）（２１）（１７）（３３）（２４）（１３）（２５）（２１）（３２）（２９）（２１）（２５）（２５）

�新型コロナウイルス
の動向 １５ １３ ２７ ０ ６ １４ １７ ９ ９ １５ ３３ ３８ ２４

（６３）（６２）（７１）（５０）（５１）（７５）（６３）（５６）（６１）（６８）（６８）（５０）（７３）

�金融機関の融資姿勢 １４ １５ ２２ ２１ ０ １９ １３ １３ １１ １８ １９ ６ １２
（１４）（１５）（２４）（２２）（７）（８）（１３）（１６）（１２）（５）（１８）（６）（１３）

�欧米経済の動向 １１ １２ ８ ２１ １５ ５ １０ ６ １２ １５ １１ １３ １０
（１０）（１０）（１０）（２２）（７）（４）（１０）（１２）（９）（１５）（６）（－）（１３）

�政局の動向 ８ ３ ０ ８ ３ ５ １０ １５ ４ １３ ４ １３ １２
（１０）（７）（５）（６）（１２）（－）（１２）（１４）（１１）（７）（１２）（１３）（１３）

�米中貿易摩擦の動向 ６ ８ ３ ８ １８ ０ ６ ４ ７ ５ １５ ０ ５
（１１）（９）（５）（１１）（１２）（８）（１２）（１０）（１１）（２０）（９）（６）（１５）

�株価の動向 ５ １ ０ ４ ０ ０ ６ ６ ４ １５ ４ ６ ２
（１０）（５）（１０）（－）（２）（４）（１２）（１２）（１１）（１５）（６）（６）（１７）

※○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年調査の実績。

特別調査
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Ⅱ 賃金の動向について

（項 目） 要 点

�定期給与の動向
〈図表１０〉

「引き上げ・引き上げ予定」（８５％）は前年比８ポイント上昇した。業種別では上昇
幅が特に大きかったのはホテル・旅館業（８０％）で、前年比２４ポイント上昇した。

�１人当たり定期給与の引き
上げ幅 〈図表１１〉

「前年から増加した」（８３％）は前年比１９ポイント上昇した。特に食料品製造業
（９６％）と鉄鋼・金属製品・機械製造業（９１％）の水準が高く、９割を超えた。

�特別給与の動向
〈図表１２〉

「今のところ未定」（３８％）が最多となった。「引き上げ・引き上げ予定」（３０％）は前
年比８ポイント上昇、「引き下げ・引き下げ予定」（３％）は同３ポイント低下した。

�賃金見直し時の重視項目
〈図表１３〉

「企業の業績」（８２％）は前年比６ポイント低下したものの、最多となった。前年か
らの上昇幅が最も大きかったのは物価の動向（４４％）で、２６ポイント上昇した。

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�前年から増加した ８３ ８８ ９６ ７８ ９１ ７８ ８１ ７９ ８８ ８１ ８３ ７５ ７８
（６４）（６２）（７９）（５０）（６４）（４５）（６４）（６４）（６０）（７１）（６１）（７８）（６３）

�前年から横ばい １５ １０ ４ ２２ ６ １７ １６ １８ １２ １９ １１ ２５ １６
（３０）（３３）（１７）（４３）（３６）（４１）（２９）（３３）（３０）（２１）（３５）（２２）（２６）

�前年から減少した １ ２ ０ ０ ３ ６ １ ３ ０ ０ ０ ０ ０
（３）（３）（－）（７）（－）（９）（３）（２）（７）（４）（４）（－）（３）

�今のところ未定 １ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ６ ０ ５
（３）（２）（３）（－）（－）（５）（３）（２）（２）（４）（－）（－）（９）

※四捨五入の関係から合計が合わない場合がある。（ ）内は前年調査の実績。

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�引き上げ・引き上げ予定 ８５ ８２ ７０ ７５ ９５ ９０ ８６ ９１ ８９ ８４ ６３ ８０ ８８
（７７）（８０）（７３）（７８）（８３）（８８）（７５）（８８）（７４）（７０）（７０）（５６）（７３）

①（定期昇給のみ実施） ３１ ２５ ２７ ２１ ２４ ２５ ３５ ４３ ３８ ３２ １５ ７ ４０
（４３）（４２）（４０）（３９）（４５）（４２）（４３）（５１）（４０）（４３）（３９）（３１）（４４）

②（ベースアップのみ実施） １４ １４ ５ １３ ２２ １５ １４ １３ １１ １３ １５ ５３ １０
（１２）（１６）（１０）（２８）（１３）（２１）（１０）（１０）（９）（８）（１５）（２５）（４）

③（定期昇給とベースアップを実施） ３９ ４４ ３８ ４２ ４９ ５０ ３７ ３５ ４１ ３９ ３３ ２０ ３８
（２２）（２２）（２３）（１１）（２５）（２５）（２２）（２７）（２６）（２０）（１５）（－）（２５）

�引き下げ・引き下げ予定 １ １ ３ ０ ０ ０ １ ０ ２ ３ ４ ０ ０
（０）（－）（－）（－）（－）（－）（０）（１）（－）（－）（－）（－）（－）

�前年並みとした ６ ７ １４ ４ ３ ５ ５ ５ ５ ８ ０ ７ ７
（１４）（１４）（１８）（１７）（１０）（１３）（１５）（７）（２１）（１５）（１２）（１９）（１９）

�今のところ未定 ９ １０ １４ ２１ ３ ５ ８ ４ ４ ５ ３３ １３ ５
（９）（７）（１０）（６）（８）（－）（１０）（４）（５）（１５）（１８）（２５）（８）

※四捨五入の関係から合計が合わない場合がある。（ ）内は前年調査の実績。

〈図表９〉項目別の要点

〈図表１０〉定期給与（基本給・諸手当等）の動向

（n＝３７５） （単位：％）

〈図表１１〉一人当たり定期給与（基本給・諸手当等）の引き上げ幅の動向

（n＝３１６） （単位：％）
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法：調査票を配付し、郵送または電子メールにより回収。
調査内容：道内景気の現状と先行き、および賃金の動向について
回答期間：２０２３年５月中旬～６月中旬
本文中の略称
（Ａ）景気判断DI
「回復しているとした企業の割合」－「悪化していると
した企業の割合」

（Ｂ）ｎ（number)
有効回答数

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�引き上げ・引き上げ予
定

３０ ２７ ２７ ３０ ３３ １１ ３１ ３１ ３５ ２９ １２ ４７ ３３
（２２）（２２）（２５）（１８）（２８）（１３）（２２）（２５）（３６）（１６）（６）（６）（２１）

�引き下げ・引き下げ予
定

３ ５ ３ １５ ０ ６ ２ ４ ０ ３ ０ ０ ３
（６）（６）（３）（１２）（６）（８）（６）（７）（５）（５）（６）（６）（４）

�前年並みとした ２９ ２６ ２４ ２０ ２５ ３９ ３１ ３４ ３１ ２９ ２８ １３ ３５
（３５）（３２）（３５）（３５）（２５）（３８）（３６）（３５）（３１）（２９）（４４）（１９）（４８）

�今のところ未定 ３８ ４２ ４６ ３５ ４２ ４４ ３７ ３１ ３５ ４０ ６０ ４０ ３０
（３８）（３９）（３８）（３５）（４２）（４２）（３７）（３３）（２７）（５０）（４４）（６９）（２７）

※四捨五入の関係から合計が合わない場合がある。（ ）内は前年調査の実績。

〈図表１２〉特別給与（賞与・期末手当等）の動向
（n＝３４９） （単位：％）

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ３８１ １００．０％
札幌市 １３０ ３４．１ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ８３ ２１．８
道 南 ３８ １０．０ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５９ １５．５ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ７１ １８．６ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ６９２ ３８１ ５５．１％
製 造 業 １９７ １１９ ６０．４
食 料 品 ６８ ３７ ５４．４
木 材 ・ 木 製 品 ３１ ２４ ７７．４
鉄鋼・金属製品・機械 ６０ ３７ ６１．７
そ の 他 の 製 造 業 ３８ ２１ ５５．３
非 製 造 業 ４９５ ２６２ ５２．９
建 設 業 １３９ ８０ ５７．６
卸 売 業 ９８ ５７ ５８．２
小 売 業 ９４ ３９ ４１．５
運 輸 業 ５０ ２８ ５６．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３３ １６ ４８．５
その他の非製造業 ８１ ４２ ５１．９

業種別回答状況

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�企業の業績 ８２ ８３ ８６ ７９ ８４ ８０ ８２ ８０ ８２ ８４ ８０ ８７ ８１
（８８）（９０）（８５）（９３）（９５）（８８）（８８）（９０）（８３）（９５）（８８）（８８）（８３）

�雇用の維持・確保 ６４ ５６ ６１ ４６ ５７ ６０ ６７ ６８ ５５ ７４ ７２ ８７ ６４
（５５）（５３）（６８）（３６）（４９）（４８）（５６）（６１）（５５）（５０）（４９）（５６）（６０）

�物価の動向 ４４ ４２ ２８ ５０ ４３ ５５ ４５ ３６ ５４ ４７ ４８ ２７ ５０
（１８）（２０）（１８）（１４）（１８）（２８）（１７）（２０）（２２）（２５）（１２）（－）（８）

�世間相場 ３３ ２７ ２８ ２１ ４１ １０ ３６ ３５ ３８ ４７ １６ ３３ ４１
（１８）（１４）（１３）（７）（２３）（８）（１９）（２１）（１６）（２８）（１２）（６）（２１）

�その他 ２ １ ０ ０ ０ ５ ２ ４ ２ ０ ０ ０ ２
（２）（１）（－）（７）（－）（－）（３）（９）（－）（－）（－）（６）（－）

※四捨五入の関係から合計が合わない場合がある。（ ）内は前年調査の実績。

〈図表１３〉賃金見直しの際の重視項目（複数回答）
（n＝３７１） （単位：％）

特別調査
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今回の調査では、回答企業の半数以上が道内景気の回復は本年中と回答しました。景気先

行きの懸念事項は、昨年多くあがっていた「原材料価格」や「原油価格」の動向にくわえ、

今年は「電気料金」や「物価」の動向をあげる声が多く聞かれました。

賃金の動向は、８割超が今年度の賃上げを実施（予定）と回答したなか、その動機として

「物価動向」や「世間相場」を考慮するとした声が昨年に比べて目立っていました。

以下で、企業から寄せられた生の声を紹介します。

１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械製造業

４．その他の製造業

Ⅰ 道内景気について（現状・先行き・懸念
材料）

＜食料品製造業＞ 中小企業の業績は、個人
消費の回復いかんで大きく左右される。光熱
費や物価の高騰がこのまま続くようであれ
ば、個人消費の腰折れが懸念されるため、先
行きは不安としか言えない。また、原材料価
格の値上がりも製造業にとっては死活問題に
なってくる。（道南）

＜製材業＞ 消費者物価、生産者物価ともに
上昇していることは良い傾向である。これに
賃金の上昇が加わりデフレマインドから抜け
出しつつあることは、日本経済が良い方向に
向かっている証左と捉えている。今後は賃金
の上昇が続き、個人消費が伸び、需給ギャッ
プが解消されるかが焦点になると考えてい
る。（道東）

＜機械器具製造業＞ どの業界においても人
材不足が深刻化している。働き手は沢山いる
と思われるが、各人の労働に対する考え方が
変化しているため、時代にあった雇用条件を
提示し、人材を確保することが優先と考えて
いる。また、原材料費の高騰も深刻化してい

る。当社は見積もり作成から製品納入まで数
ヶ月を要するため、想定を超えるスピードで
原材料費の高騰が進む状況では利益確保が厳
しい。ユーザーに対しては、この状況に理解
を得られるよう個別に価格交渉を進めてい
る。（札幌）

＜金属製品製造業＞ 生乳タンク部品、塗装
関連は良好だが、建築金物関係の出方が遅れ
ているようだ。高値で推移する仕入材料費
や、６月からの電気料金の値上げを考える
と、これらの製品価格への転嫁がスムーズに
いけば良いが、そうはいかないだろう。G７
でウクライナへの支援継続が示されたが、紛
争が早期に終了して世界経済が良い方向へ進
んでほしいものだ。（道東）

＜印刷業＞ とめどなく続く原材料の高騰に
ついて不安視している。顧客の立場からでも
当社の利益の減少は明らかな状況だが、なか
なか値上げに踏み切れない。特に飲食関係の
顧客には慎重に対応している。（札幌）

＜皮製品製造業＞ 企業の収益力が、特に中
小企業においては、低下していると感じる。
そのなかで賃上げや、各種休暇取得の徹底・
厳格化、インボイス制度・電子帳簿保存法の
実施と、有償無償問わず負担が増加してい

経営のポイント

上向く景気実感と賃上げの動きのうらで、懸念材料や賃上げ動機に変化
〈企業の生の声〉
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５．建設業

６．卸売業

７．小売業

８．運輸業

９．ホテル・旅館業

１０．その他の非製造業

る。一方、個人世帯は生活必需品等の価格上
昇により、住宅・自動車取得等、大きな投資
マインドが低下傾向にあると感じる。コロナ
収束は近いが、一部産業を除き大部分は疲弊
しているため、景気回復までは時間を要する
と思われる。今後は、勝ち組と負け組の差が
法人と個人の両面で拡大してくと予想する。
（道北）

＜建設業＞ コロナ対策緩和後の観光や行楽
の消費需要は高まっているが、疲弊した業界
が対応できないなど、業種によって景気回復
にばらつきが出ている。公共投資について
も、物価高対策や軍事費増強の要望があるた
め先行きに不透明感がある。こうした状況の
なか、将来的に労働力や施工力が維持できな
くなるのではないかと危惧している。（道南）

＜住宅建築業＞ 人口減少や少子高齢化が
年々加速していくなか、地方の活力の低下な
ど解決が難しい課題が立ちはだかっていると
感じる。小規模の企業は国の様々な施策
（DX等）に対応できず廃業していくのではな
いかという危機感がある。（道央）

＜建材卸売業＞ 電気料金の値上がりは、製
造コストの増加となって販売価格上昇の要因
となる。他方、軽油やガソリンの値上がり
は、配送コストの上昇となり、販売価格に配
送費も加算しなければならなくなる。最近起
こることはすべて値上がりにつながっている
と感じる。（道央）

＜鋼材卸売業＞ 札幌圏は仕事が多いため、
地方はその割を食う状況になると懸念してい
る。つまり、人材や資材などはすべて札幌圏
にとられ、地方では調達しづらくなる恐れが
ある。（道東）

＜燃料小売業＞ 原材料価格や原油価格をは
じめとして、生活必需品等の値上げがみられ
るなか、現政権による中期的な増税・社会保
障負担の増加も予想されるなどマイナス要因
が多い。個人消費の回復の遅れが企業業績の
回復にも足かせとなる懸念があるので、安易
なインバウンドの回復に向けた政策に力を入
れるのではなく、国内消費を向上させるよう
な政策に期待している。（道東）

＜タクシー業＞ 緩やかなインフレを各企業
が適切に販売価格へ反映でき、いかに賃金上
昇に結びつけられるかがポイントと考える。
（札幌）

＜観光ホテル＞ 原材料価格や電気料金の値
上げがあると、その分を販売価格に転嫁せざ
るをえないため、最終的に個人消費が落ち込
む懸念を持っている。（道北）

＜クリーニング業＞ 当社は、個人消費の動
向、宿泊施設の稼働、宿泊施設の新設、原材
料・燃料価格の動向に大きく左右される業種
である。先行きは、コロナ前以上の需要増加
が期待できるものの、物価上昇や原材料・燃
料価格の上昇は引続き懸念材料である。ま
た、金融機関の姿勢については、外部環境の
回復により、回復状況が良好な企業とそれ以
外の企業との比較・選別が強くなる懸念があ
る。（札幌）

＜自動車整備業＞ 凄まじい勢いであらゆる
部材価格が上昇しているが、なかなか販売価
格に転換できない。今後の電気料金値上分も
販売価格に転換したいところだが、対応は難
しい。（道北）

経営のポイント
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１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械製造業

４．その他の製造業

５．建設業

Ⅱ 賃金の動向について

＜飲料品製造業＞ どの業種でも人手不足と
言われているが、当社のような製造工場も人
員確保に苦労している。特に当社は僻地にあ
り人員を集めにくいため、これからしばらく
は社員の給与を上げることで人手を確保して
いかなければならない。そのためには事業の
業績向上が不可欠であるが、材料費や燃油、
電気料金の値上げにくわえ、CO２削減への対
応も必要となる現在の事業環境が利益を圧迫
するのは間違いない。（道央）

＜水産加工業＞ 人件費の高騰は業績へ大き
な影響を与える一方、人材確保の観点では必
要なことでもあるため、自社業績等の状況や
国内の労働市場の動向を注視しながら賃上げ
の要否を検討する。（道東）

＜家具製造業＞ 昨年から２年連続でベース
アップを実施し、雇用の維持・確保を図って
いるが、その原資をコロナ明けの業績回復に
期待している部分がある。原価の上昇等で負
担が増すなか、業績を維持し利益を上げ続け
るのは難しい。（道北）

＜製材業＞ 賃上げの必要性はわかっている
が、十分に応えることはできていない。今後
売上が伸びて時間外手当を支給するような状
況になり、自然に賃金が上がれば良い方向に
向かうと思う。（道東）

＜金属製品製造業＞ コロナ下では会社存続
が最優先だったため、賃上げしたい気持ちは
あっても物理的にできなかった。しかし、今
春は業況回復の兆しも見え始めたので３年ぶ
りに昇給に踏み切った。（札幌）

＜金属製品製造業＞ コロナ関連の融資で今
までは資金にゆとりがあったが、据置期間が
終わって返済が始まったため、今後は資金繰
りに注意していきたい。足下の業績は上向い
ており、この調子で売上を確保していけば運
転資金が不足することはないと思われるた
め、今年はベースアップを実施した（６５才以
上は現状維持）。売上・利益の増加で賞与等
も充実させていきたい。（道東）

＜コンクリート製品製造業＞ 物価上昇に伴
う賃金改定については、昨年度より取り組ん
でいるが業界の景気が落ち込んだ時には負担
が重くなるため、慎重な取り組みが必要と考
える。特に当社エリア内において、新幹線延
伸に関わる特需物件が終わると影響が大き
い。（道南）

＜印刷業＞ 現状、売上高の確保が最優先課
題である。さらに原材料費の高騰がつづき、
コストの削減を指向しているなか、ベース
アップと賞与支給はかなり難しいものがあ
る。（札幌）

＜建設業＞ 物価高騰により従業員の暮らし
に厳しさがみえるため、ベースアップのほか
に年度末に一律３０万円の特別手当を支給し
た。毎年できることではないが、出せるとき
には検討したい。（道東）

＜土工工事業＞ 弊社は若年層および女性社
員の給与水準の引き上げに取り組んでいる。
道外にも営業拠点があることから、本州並み
の給与水準を維持せざるを得ない。物価水準
および本州の相場を注視し、社員の働きに応
えうる給与水準を維持していきたい。（道央）

経営のポイント

― ２７ ― ほくよう調査レポート ２０２３年８・９月号
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６．卸売業

７．小売業

８．運輸業

９．ホテル・旅館業

１０．その他の非製造業

＜食料品卸売業＞ 従業員は定期昇給への期
待と同等に、労働環境改善を望む傾向があ
る。賃金アップだけが雇用の維持になるもの
ではない。（札幌）

＜食料品卸売業＞ エネルギーなど経費の上
昇に歯止めがかからず、今は安定した利益確
保が見通せない状況である。そうしたなか
で、固定費である人件費を増加させることは
中小企業にとって負担が大きく、大企業並み
の対応は困難である。一方で若年労働者の不
足が見込まれることから、弊社人件費の適正
水準はどこなのかを見定めることが難しく
なってきている。（道北）

＜酒小売業＞ 業務量はコロナ前に近い水準
にまで回復してきている。しかし、それが売
上・利益に結びついておらず、繁忙だが儲か
らないという状態に陥っている。業務量に合
わせて人員を確保したいが、利益が追いつか
ないため、人材募集を小出しにしている。ま
た、既存社員の賃金引上げも小幅に行うしか
ない状況である。売上・利益の確保と業務量
増加対策がパラレルにいかないところが難し
い。（札幌）

＜食品スーパー＞ 小売業は他産業に比べ賃
金水準が低いので、人材確保の面で不利であ
る。この現状を改善するために、生産性を高
め、給与原資に割り当てることを進めていき
たい。（道南）

＜タクシー業＞ 時間外労働６０時間を超える
場合の割増賃金率改定の問題と、増加する需
要に応じるために必要な人員の確保がマッチ
していない。（札幌）

＜運輸業＞ 運送業においては、時間外労働
を含めた賃金体系になっており、きたる２０２４
年問題に対して基本賃金を改訂せざるをえな
い状況にあり、雇用確保のために極めて厳し
い環境にある。行政は荷主に対し適正運賃の
指導や周知をしているが、現実とは離れてい
るものと思われる。（道央）

＜観光ホテル＞ そもそも従業員の平均年収
が低いため、今後の人材確保には給与水準の
引き上げが必須になると考えている。（道北）

＜観光ホテル＞ コロナ禍の３年間はベース
アップや社宅整備等はせず、ほぼ据置きとし
ていた。今後は早急な対応が必要だが、足元
の業績を勘案すると大変厳しい状況にある。
（道東）

＜建設コンサルタント＞ 他社の賃金動向を
みるに、業界動向やニュースの情報等から
ベースアップを行うケースが多くみられる。
一律のベースアップは物価対策になるが、弊
社では社員の成長をより意識した賃上げを実
施した。具体的には、資格の有無や担ってい
る役職等に応じてメリハリをつけるため、手
当の改定による賃上げを行った。（札幌）

＜廃棄物処理業＞ 急激な物価上昇に対応す
べくインフレ手当を新設した。また特別給与
に関しては、業績連動の変動型に変更済みで
あり、基本給に関しては、年功序列型から成
果報酬型への変更を検討中である。（道央）

経営のポイント

― ２８ ―ほくよう調査レポート ２０２３年８・９月号
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― ２９ ― ほくよう調査レポート ２０２３年８・９月号

１．はじめに

新型コロナウィルス感染症が二類から五類に変更され、入国規制もほぼ全面的に緩和されつつ

あります。ようやく、新型コロナウィルス感染症「前」に味わった、インバウンド観光の熱狂が

思い出されつつあります。

北海道がアドベンチャー・トラベルを打ち出すに至ったきっかけは、２０１４年に「ナショナル・

ジオグラフィック協会」のクリス・レイニア氏の道東訪問だったようです（水口・実重・田中

２０２１）。２０２１年にはアドベンチャー・トラベル関連の世界的な業界団体Adventure Travel Trade

Association（以下、ATTA）の商談会「アドベンチャートラベル・ワールドサミット」がアジア

で初めて北海道で開催されるなど、瞬く間に北海道はアドベンチャー・トラベルのメッカに躍り

出ました。１０年前までほとんど耳にすることのなかった「アドベンチャー・トラベル」が今や、

日本の一地方のブランディングの中核となっている訳です。新型コロナウィルス感染症の影響を

見定めることに悪戦苦闘し、市場へのメッセージ発信に右往左往するデスティネーションが多い

中で、臥薪嘗胆でブランディングに取り組めたことは、評価されるべきことだと感じています。

他方で、こうした流れとはほぼ無関係に、私たち北海道には新たな観光課題が降りかかってい

ます。それは観光におけるリスクマネジメントです。２０２２年４月２３日に知床沖で起きた海難事故

では２０名の尊い命が奪われ、未だ６名の方が行方不明のままです。さらには連日メディアを賑わ

せているヒグマによる人身被害、冬季にはバックカントリースキーの遭難者のニュースもよく耳

にします。アドベンチャー・トラベルが北海道観光の「夜明け」だとすれば、こうした観光にお

ける様々なリスクの顕在化は、それを遅らせる朝雲のような存在です。

筆者は、観光政策や観光組織を研究する身として、この観光の「リスク」を政策課題の１つと

して扱ってきました。換言すれば、恥ずかしながら取り立てて注力するほどの重要性を認識して

こなかったとも言えます。しかし、前述の知床沖の海難事故を受けて立ち上げられた斜里町の

「知床アクティビティリスク管理体制検討協議会」の座長を仰せつかることとなり、地元の皆さ

んと「旅のリスクとは何なのか」を徹底的に考える機会を得ました。本稿では、この協議会での

議論を踏まえつつ、アドベンチャー・トラベルのリスクマネジメントについて考えてみたいと思

います。

２．「旅の安心・安全」は無料ではない

観光学では、イギリスのトーマス・クック社が近代旅行業の祖であるとされています。残念な

がら２０１９年に経営破綻しましたが、１９世紀末にヨーロッパを拠点に鉄道旅行の手配・斡旋を開始

「北海道アドベンチャー・スマート」のススメ
―旅のリスクを賢く分かりやすく共有する

北海道大学大学院国際広報メディア・観光学院准教授
バルセロナ大学ホテル観光学院連携客員教授

石黒 侑介

寄稿
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― ３０ ―ほくよう調査レポート ２０２３年８・９月号

し、後にイスラエルやパレスチナ、やがて日本を含めた世界旅行にまで手を広げた同社のビジネ

スモデルこそ、旅の途上や旅先での確実性を「手数料」として受け取るシステムです。今日では

「手数料」と言うと「無」から利益を生むからくりのようにさえ聞こえてしまうかもしれません

が、旅行業の手数料は旅の安全・安心をコストに転換したものに他なりません。

日本でも基本的にこのビジネスモデルは変わりません。旅行会社のビジネスモデルは、旅の安

心・安全、さらには旅の品質保証を付加価値に転換するものだと言えます。ところが時代は個人

旅行の隆盛期です。オンライン旅行会社の拡大や航空会社からの直接購入の普及、昨今ではウェ

ブ上で価格の比較を行い、自動的に最安値を提示するサービスまであります。旅の安心・安全の

「対価」は極限まで低く圧縮され、あるいは少なくとも圧縮して「見せる」ことが求められる時

代になりました。こうした変化によって、いつの間にか旅の安心・安全は無料であると認識さ

れ、したがって旅にはリスクがないものだという誤ったメッセージが市場に浸透したように思え

てなりません。

もちろん、海難事故やヒグマによる人身被害の責任を消費者に転嫁するつもりは全くありませ

ん。事業として実施している以上、事業者には顧客の安心・安全を保証する義務がありますし、

公共交通のようなサービス・施設に至っては、それを１００パーセント確保できなければ事業を営

む資格がないとさえ考えます。しかしそれは、旅のリスクがどのようにとらえられ、保証され、

その対価を誰が払うべきなのかという議論の行く末において初めて得られる結論であり、それは

すなわち旅のリスクがゼロであるということではありません。

筆者は、アドベンチャー・トラベルにはこうした「誤解」を是正する役割もあるのではないか

と考えています。アドベンチャー・トラベルがかかげる、「アクティビティ」「自然」「文化体験」

といった要素はいずれも少なくないリスクを有します。「アクティビティ」にはリスクが付きもの

ですし、野生生物との遭遇や登山といった「自然」との接触もまたしかりです。「文化体験」には

リスクはないと思われるかも知れませんが、実は消費される文化の側には大きなリスクが伴いま

す。観光によって文化が変容を強いられたり、伝統的な慣習や遺産が喪失したりした例は枚挙に

暇がありません。「ツアー」と言われると自ずと安心・安全が保証されているような錯覚に陥りま

すが、「アドベンチャー」にはそういったある種の無責任な前提とは一線を画す語感がありま

す。そしてアドベンチャー・トラベルが常に小規模・高品質を求められるその実は、持続可能性

への貢献もさることながら、リスクを事業者と消費者が共有し、それが公正に価格に反映される

ことだとも言えるのではないでしょうか。

例えば国連世界観光機関（UNWTO）がATTAと作成したレポートでは、アドベンチャー・ト

ラベルのリスクについてスペイン大手の保険会社MAPFREが次表にあげるようなスポーツやアク

ティビティと同等水準のリスク管理が求められるとの見解を示しています。アメリカンフット

ボールや武道などはアドベンチャー・トラベルにはあまり関係しませんが、峡谷ウォーキングや

マウンテンバイクなどはアドベンチャー・トラベルでも良く見られるアクティビティです。つま

りアドベンチャー・トラベルの少なくとも一部には、保険会社がそのリスクを最高水準と判断す

るようなアクティビティが含まれているということになります。保険商品は、一定以上の規模が

ｏ．３２３（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２９～０３５　寄稿  2023.07.14 10.43.54  Page 30 



寄稿

― ３１ ― ほくよう調査レポート ２０２３年８・９月号

・アメリカンフットボール

・軍事訓練用の障害物コース

・再現戦闘リハーサル／水中スクーター

・キャニオニング

・キャニオンスイング

（急流・渓谷での空中ブランコ）

・カスケード

（滝の垂直落下）

・コースステアリング

（岩場の多い海岸線を歩くアクティビティ）

・フェンシング

・飛行

（自家用・小型航空機・ヘリコプターの操縦）

・グライディング

・渓谷スウィング

（渓谷の空中ブランコ）

・峡谷ウォーキング

・ハンググライダー

・ハイダイビング

（断崖からの飛び込み）

・馬術障害飛越競技

・ハイドロスピード

（急流ボディボード）

・カイトサーフィン

（陸上）

・土木作業

（地上、機械なし）

・武道

（トレーニングのみ）

・超軽量飛行機

・オートバイ

（１２５

cc

以上でレースを除く）

・マウンテンバイク

（ダウンヒルレース・特殊路面等を含む）

・マウンテンボード

（車輪付きのボードによる滑降）

・ダチョウ・レース

・パラシュート降下

・パラグライダー

・パラペンティング

（スキーを着用したパラグライダー）

・パラセーリング

（陸上または雪上）

・パラセンディング

（車両牽引のパラセーリング）

・四輪バイク

・ロック・クライミング

・ラグビー

・サンドヨット

（ランドセーリング）

・スキューバダイビング

（有資格者、最大水深４０

m

以下）

・スキューバダイビング

（有資格者、最大水深５０

m

以下）

・スキューバダイビング

（一般、最大水深３０

m

以下）

表１ MAPFRE社による最もリスクの高いアクティビティ

出所：World Tourism Organization（２０１４）をもとに筆者作成

あって初めて確認できる統計的な法則、確率論に基づいて保険代金と補償内容が決まります（大

数の原則）。そして複数の契約者が支払った保険代金の総額がすなわち事故が起こった際の保険

金になりますので（収支相等原則）、アドベンチャー・トラベルのアクティビティとして珍し

かったり新しいものであればあるほど、保険代金は高くなります。ウェブサイトやスマートフォ

ン上のアプリケーションから個人旅行を安く、気軽に申し込めるようになった旅行市場とは根本

的に異なる市場の原則が、そこには存在します。この点を踏まえると、やはり、希少性の高いプ

ログラム、固有性の高い商品の安心・安全には一定以上の対価が生じることを、消費者も、消費

者に情報提供する事業者も認識する必要があるのです。

３．アクティビティリスクの発信

もちろん、保険のみがリスクのマネジメント方法ではありません。

保険への加入は旅行者側が自主的な判断に基づいて行うものであり、その判断の材料となるリ

スクの評価を伝えることができなければ、そもそも旅行者の保険加入は実現しません。知床アク

ティビティリスク管理体制検討協議会（以下、協議会と表記）でも、４月のオホーツク海に船で

出ることのリスク、当日の天候のリスク、各々の事業者の設備や体制に起因するリスクを旅行者

に伝えられていなかったことが問題として指摘されました。

そこで協議会では、自然アクティビティのリスクを、潜在的なリスクと付加的なリスクとに分

類し、より構造的に把握、発信するという方向性で議論を進めています。２０２３年３月に公表した

中間取りまとめでは次表のような形で、知床の自然アクティビティのリスクを分類しました。
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リスクの種類 例

潜在的リスク サイト（場所）のリスク 標高、地形・形状、勾配など

付加的リスク

Ⅰ．

気象条件・野生生物の行

動等に起因するリスク

風速、潮位、波高、降雨量、

気温、ヒグマの出没など

Ⅱ．

消費者の管理・状況に

よって生じるリスク

体力、経験、装備、技術レベ

ルなど

表２ 知床アクティビティリスク管理体制検討協議会によるリスク分類

出所：斜里町（２０２３）

まず潜在的リスクは、知床エリアが先天的に内包しているリスクであり、地形や標高といった

空間・場所に起因するものです。これはいつ、誰と、どのように訪れようともリスクの根本は変

わらず、したがって地域として定常的にその存在を発信する必要があるものです。他方で、自然

アクティビティには、「普段は安全」であっても時と場合によって高まるリスクがあります。こ

れが付加的リスクです。

付加的リスクには、当日の天候や野生生物の動態など、地域側の可変的な要因に起因するもの

（付加的リスクⅠ）と、事業者が旅行者に提供するサービスの質、旅行者の資質や経験に起因す

るもの（付加的リスクⅡ）とに分類しました。特に付加的リスクⅡについては、事業者による旅

行者の管理に紐付くリスクだけでなく、旅行者自身が一定のリスクを共有し得ることを前提に構

想したもので、この種の議論としては画期的なものだと考えています。

こうした発想に至ったのは、協議会の中に設置されたガイド専門部会での議論がきっかけで

す。あるマウンテンバイクでのアクティビティを提供している事業者が、「マウンテンバイクそ

のものはそれほど危険ではないが、誰が乗るのか、朝なのか、夜なのかによってリスクは変わ

る」と発言されたのです。当然と言えば当然の議論かも知れませんが、アクティビティの種類を

基準にリスクを測ろうとする従来の議論とは一線を画すもので、同時に、前述したような旅のリ

スクが本来は双方の対価によって管理・低減されるべきという考えとも合致する議論でした。

知床アクティビティリスク管理体制検討協議会では今後、こうしたリスクを消費者である旅行

者に伝える方法や仕組みについても議論を進めていく予定ですが、個人的にはやはり国外の国立

公園や自然アクティビティを提供する事業者が参考になると考えています。先述のとおり日本で

は旅の安全・安心は長らく旅行会社が当然のこととして提供するものという意識が強かったよう

に思いますが、国外ではむしろどの程度の安全・安心を、どの程度のコストで買うのかは旅行者

自身の判断に委ねられています。自然アクティビティの世界ではこうしたある種の自己責任論が

グローバル・スタンダードであり、これはアドベンチャー・トラベルでも同様です。

例えば、カナダの国立公園を管轄するParks Canada（カナダ国立公園局）では旅行者向けに各

アクティビティ別のリスク開示を行っています（https : //parks.canada.ca/voyage-travel/securite-
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図１ カナダのアクティビティのリスク情報における言葉の特徴（共起ネットワーク）

safety）。登山だけでなく、野生動物、近年、流行しているスタンドアップパドルボード（SUP）

までそれぞれのアクティビティリスクが分かりやすく発信されています。

次図はこの内容をテキストマイニングという手法で分析したものです。赤いボックスはそれぞ

れのアクティビティの種類を示し、線でつながっているオレンジや緑の円が各アクティビティで

用いられている特徴的な言葉を示しています。これを見ると例えば“WILDLIFE（野生生物）”

では“animal（動物）”や“leave（残す）”、“AVALANCHE（雪崩）”では“terrain（地形）”と

いった言葉がよく使われていることが分かります。

さらに複数のアクティビティで共通している言葉では、“you（あなた）”が最も多いことも分

かります。つまりアクティビティのリスクを開示するにあたり旅行者自身を主語にしたり、また

は旅行者に呼びかけるような内容が多いことを示しています。また、“WINTER（冬山）”と

“SUMMER（夏山）”では“weather（気象）”や“extra（極度の）”、“SUP”と“WATER（水

面）”では“water（水）”が共通して頻繁に用いられています。
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図２ アクティビティ別のリスク情報における内容の差異
（潜在的リスク、付加的リスク１、付加的リスクⅡ）

さらにこれらの情報を、知床アクティビティリスク管理体制検討協議会の中間報告におけるリ

スクの考え方で整理し、それぞれの言葉の構成をヒートマップとして表したものが次図です。こ

れを見るとアクティビティの種類によって喚起されているリスクの構成が異なることが分かりま

す。例えば“AVALANCHE（雪崩）”ではPOTENTIAL（潜在的リスク）、“WILDLIFE（野生生

物）”ではADD１（付加的リスクⅠ）に分類される表現が多く含まれていることが分かります。

またSUPやWINTERではADD２（付加的リスクⅡ）に関する記述が多いことも分かります。いず

れも統計的に有意な水準の差異でした。これを見る限り、協議会の中間発表で示したリスクの分

類・構造は、知床エリアのような多様なアクティビティの存在するエリアにおけるリスク開示の

方法としては一定の妥当性を有していると言えそうです。

４．北海道版「アドベンチャー・スマート」の提唱

本稿では、アドベンチャー・トラベルのリスクマネジメントの重要性について、知床やカナダ

の取り組みを題材に述べてきました。本稿の結びとしてお伝えしたいもう一つのポイントは、リ
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スクを賢く、分かりやすく伝えることの重要性です。

例えば前項で取り上げたParks Canadaでは、“Adventure Smart（スマートにアドベンチャーしよ

う）”というキャンペーンを展開しています。国立公園などの屋外で実施される様々なアクティ

ビティに伴う捜索・救助案件や重大な事故を減らし、一人でも多くの訪問者が野外でのレクリ

エーションを楽しめることを目的としたもので、オンラインと現場の双方で意思醸成とターゲッ

トを絞ったアウトリーチ活動を行っています。

このキャンペーンでは、“The Three Ts（３つのT）”をキャッチコピーに定めています。“Trip

Planning（旅行の計画を立てよう）”、“Training（しっかりと訓練を）”、“Taking the Essentials（必

需品を忘れずに）”です。安易に、無責任に安心・安全を謳うのではなく、できるかぎり精緻

に、そして分かりやすく自然アクティビティのリスクを伝えることが徹底され、その一方で自己

責任であることを伝えることで、逆に画一的な規制や管理を避けることが実現されています。

UNWTO（２０１４）では、アドベンチャー・トラベル志向の旅行者は「一定以上の潜在的なリス

クレベルを伴うアクティビティ、インフラや訓練の観点からあまり発展していない可能性のある

デスティネーションの双方に引き寄せられる傾向がある」ことが指摘されています。もちろん北

海道、あるいは日本として、アドベンチャー・トラベルをより面的に促進するための人材育成、

環境整備は必要ですが、どれだけ先進的、先端的な取り組みや整備をしようとも、そもそもアド

ベンチャー・トラベルを含めた旅のリスクはゼロにはなり得ません。旅行者、事業者、地域が一

体的になって、スマートに、分かりやすくリスクを評価し、伝えることで、それをマネジメント

する方法を各々に選択することが可能になります。それは保険への加入かもしれませんし、ガイ

ド帯同型のツアー参加かもしれませんし、あるいは思い切ってデスティネーションを変えるとい

うことになるかもしれません。

本稿執筆時には、水深４，０００メートルに沈むタイタニック号を見に行くというツアーの潜水艇

タイタンが爆縮するという事故が盛んに報道され、改めて旅のリスクに注目が集まっています。

安全か危険かの二元論から脱すること、そして地域、事業者、消費者全員がリスクを共有するこ

とこそ、国内外から多くのアドベンチャー・トラベラーが来道するその日に向けて私たちがまず

できることではないでしょうか。
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図１ ホルモン治療の目的

図２ ホルモン治療薬

コラム 人生１００年時代を生きる

お父さんの健康を守るには健康な前立腺が必要
たかが・・・、されど・・・

第４回 前立腺がんの治療法（２）

１．薬物治療
前回は前立腺がんの治療法のうち、監視療法、手術治療、放射線治療、局所治療について説明しまし

た。今回は薬物治療、特にホルモン治療について説明します�。

１－１）ホルモン治療
ホルモン治療はがんを根治するのではなく、コントロールす

ることを目標として行われる治療です。その目的は図１に示し
た２つです。現在ホルモン治療薬としては以下の３種類が主に
使われています（図２①～③）。①は注射薬で１～６か月に１
回皮下注射することで血液の中のアンドロゲン（以下、Ａ）が
短期間で低下します。ホルモン治療の主役です。②はこのＡの
作用をがん細胞レベルで抑える薬で、①と併用します。③は②
とほぼ同様の働きを持つ薬ですが、その程度は②よりも強く、
①あるいは①＋②を使用していても効果が十分でなくなった時
に主に使用されます。このように、ホルモン治療を行っている
間に治療効果が徐々に悪くなることがあり、この現象を「ホル
モン抵抗性」と言います。ホルモン治療の欠点です。

１－２）抗がん剤、その他
前立腺がんに対する抗がん剤は現在２つあり、通常はがんがホルモン抵抗性になってきた時に使用され

ます。その他に特別な条件で使用される薬剤がありますが、ここでは説明を省略します。

２．がんの拡がりと治療法の選択
どのがんも同じですが、治療に際して最も重要なことは「標準治療」を選択することです。医学的に言

う「標準治療」とは多くの医学的な知見を基にして確立されたその時点で「ベストな治療」という意味で
す。「一般的な治療」という意味ではありません。この点の理解は非常に重要です。

２－１）早期がん
このカテゴリー中では手術治療、放射線治療が適切な治療になります。手術の場合には、１０～１５年生存

が期待でき、手術時に持病があっても軽度な７５歳以下の人が望ましいとされています。放射線治療の場合
には通常は単独で治療しますが、がんの悪性度（顔つき）などによってはホルモン治療を４～６か月先行
させたうえで、治療を開始することがあります�。組織内照射もがんがこのカテゴリーにある一部の患者
さんに行われます。監視療法については前回で説明しました。なお、初回治療法としての手術後の治療効
果が不十分となった時には放射線治療かホルモン治療を、また放射線治療後であればホルモン治療を追加
します。

２－２）局所進展がん
放射線治療とホルモン治療の併用が適しています。ホルモン治療は放射線治療に先行して開始します。

放射線治療終了後も３年程度継続する必要があります�。

２－３）転移がん
ホルモン治療が適しています。実際の治療法は１－１）で示した通りです。さらに、がんがホルモン抵

抗性となった場合には、それまでのホルモン治療を継続しながら、１－１）の③の新しい薬剤を追加する
かあるいは抗がん剤を併用します。骨転移のみを対象としたアイソトープ内用治療を行うこともありま
す。最近は新しい薬が次々と出てきているので用いる薬も変わってきていて、治療効果も上がってきてい
ます。

３．前立腺がんのまとめ
前立腺がんは増加していますが、早期に発見できる検査法があります。それがPSA検査です。この検査

でがんを早期に発見し適切な治療を行うことが大切です。５０歳を超えたら一度はPSAの測定が必要です。

参考文献
� 日本泌尿器科学会 編．２０１６年版 前立腺癌 診療ガイドライン、メディカルレビュー社、２０１６．
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季調値

前 期 比
（％）

２０２０年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１９年度 ９２．６ △５．７ １１０．２ △３．５ ９２．１ △６．２ １１０．４ △３．５ １０８．８ ７．５ １０１．０ ２．４
２０２０年度 ８３．３ △１０．０ ９９．７ ９．５ ８３．３ △９．６ ９９．７ △９．７ ８５．４ △２１．５ ９１．２ △９．７
２０２１年度 ８８．６ ６．４ １０５．２ ５．５ ８９．５ ７．４ １０３．８ ４．１ ８７．８ ２．８ ９８．４ ７．９
２０２２年度 ８５．０ △４．１ １０４．９ △０．３ ８５．３ △４．７ １０３．７ △０．１ ８５．４ △２．７ １００．７ ２．３

２０２２年１～３月 ８８．８ ２．９ １０５．４ ０．８ ８８．４ １．８ １０４．０ １．３ ９１．１ ２．２ １０１．４ ０．９
４～６月 ８７．５ △１．５ １０３．９ △１．４ ８９．２ ０．９ １０３．４ △０．６ ８８．３ △３．１ ９９．９ △１．５
７～９月 ８６．０ △１．７ １０７．１ ３．１ ８５．５ △４．１ １０５．２ １．７ ８６．８ △１．７ １０３．４ ３．５
１０～１２月 ８４．１ △２．２ １０５．３ △１．７ ８４．４ △１．３ １０３．７ △１．４ ８７．６ ０．９ １０３．１ △０．３

２０２３年１～３月 ８２．８ △１．５ １０３．４ △１．８ ８２．４ △２．４ １０２．７ △１．０ ８８．６ １．１ １０３．８ ０．７
２０２２年 ５月 ８６．６ △４．６ １００．７ △４．４ ８９．４ △３．１ １０１．０ △３．８ ８８．９ △２．８ ９８．４ ０．５

６月 ８５．１ △１．７ １０５．７ ５．０ ８６．０ △３．８ １０４．２ ３．２ ８８．３ △０．７ ９９．９ １．５
７月 ８６．１ １．２ １０６．３ ０．６ ８４．６ △１．６ １０４．９ ０．７ ８７．０ △１．５ １００．６ ０．７
８月 ８６．３ ０．２ １０７．８ １．４ ８５．７ １．３ １０５．７ ０．８ ８６．７ △０．３ １０１．７ １．１
９月 ８５．６ △０．８ １０７．３ △０．５ ８６．３ ０．７ １０５．０ △０．７ ８６．８ ０．１ １０３．４ １．７
１０月 ８６．９ １．５ １０５．５ △１．７ ８８．２ ２．２ １０４．４ △０．６ ８６．８ ０．０ １０３．２ △０．２
１１月 ８３．２ △４．３ １０５．５ ０．０ ８２．６ △６．３ １０４．０ △０．４ ８８．０ １．４ １０３．２ ０．０
１２月 ８２．１ △１．３ １０４．９ △０．６ ８２．４ △０．２ １０２．８ △１．２ ８７．６ △０．５ １０３．１ △０．１

２０２３年 １月 ８１．９ △０．２ １００．８ △３．９ ８３．０ ０．７ ９９．５ △３．２ ８９．４ ２．１ １０２．４ △０．７
２月 ８２．７ １．０ １０４．５ ３．７ ８２．０ △１．２ １０３．８ ４．３ ８７．７ △１．９ １０３．４ １．０
３月 ８３．７ １．２ １０４．８ ０．３ ８２．３ ０．４ １０４．７ ０．９ ８８．６ １．０ １０３．８ ０．４
４月 r ８３．４ △０．４ １０５．５ ０．７ r ８４．９ ３．２ １０４．５ △０．２ r ８９．２ ０．７ １０３．７ △０．１
５月 p８２．８ △０．７ １０３．２ △２．２ p８４．１ △０．９ １０３．３ △１．１ p８７．５ △１．９ １０５．６ １．８

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。
■鉱工業指数（全国）は、２０２０年基準への切替えにより、過去にさかのぼって修正。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１９年度 ９５６，６０６△１．４ １９３，４５７△１．６ １８６，２９０ △７．１ ６０，４２５ △５．６ ７７０，３１７ ０．１ １３３，０３２ ０．２
２０２０年度 ９７０，２４１△３．４ １９６，２９７△５．１ １３５，１５２ △２７．５ ４５，６１２ △２４．５ ８３５，０８９ ２．０ １５０，６８５ ２．９
２０２１年度 ９７８，０４１ ０．８ １９９，９７８ １．９ １４４，７６３ ７．１ ４９，６８３ ８．９ ８３３，２７７ △０．２ １５０，２９５ △０．３
２０２２年度 １，０１６，２５５ ３．９ ２０８，９１８ ４．５ １７１，６９７ １８．６ ５６，７３８ １４．２ ８４４，５５８ １．４ １５２，１８０ １．３

２０２２年１～３月 ２３８，４８８ ０．６ ４８，８５６ １．９ ３５，４９３ △１．２ １２，３８９ ５．６ ２０２，９９５ ０．９ ３６，４６６ ０．７
４～６月 ２４２，２４９ ３．５ ４９，７８７ ５．１ ３７，９２１ ２９．０ １３，０５８ ２５．３ ２０４，３２８ △０．２ ３６，７２９ △０．６
７～９月 ２４６，６３４ ２．９ ５０，７７８ ４．１ ３９，７４１ ２１．３ １２，９３９ １６．６ ２０６，８９３ ０．０ ３７，８３９ ０．４
１０～１２月 ２７６，１８５ ３．９ ５７，１８２ ４．０ ５０，７０２ ７．６ １６，６８３ ５．８ ２２５，４８３ ３．１ ４０，４９９ ３．３

２０２３年１～３月 ２５１，１８８ ５．３ ５１，１７０ ４．７ ４３，３３４ ２２．１ １４，０５７ １３．５ ２０７，８５４ ２．４ ３７，１１３ １．８
２０２２年 ５月 ８１，６５８ ６．４ １６，８０９ ９．１ １２，７２４ ５７．４ ４，３０１ ５５．３ ６８，９３４ ０．４ １２，５０９ △１．１

６月 ８０，６０９ １．５ １６，７３５ １．９ １２，９８２ ２３．６ ４，５７７ １１．２ ６７，６２７ △１．９ １２，１５８ △１．２
７月 ８４，６９０ ３．１ １７，７０４ ３．３ １４，２４１ １７．８ ４，８５４ ８．９ ７０，４４９ ０．６ １２，８５０ １．３
８月 ８２，２６４ １．７ １６，７７６ ４．３ １２，１３６ ２４．２ ３，８６９ ２４．７ ７０，１２７ △１．４ １２，９０７ △０．５
９月 ７９，６８０ ４．１ １６，２９９ ４．７ １３，３６４ ２２．６ ４，２１７ １９．１ ６６，３１６ １．０ １２，０８３ ０．５
１０月 ８３，２６２ ３．７ １７，３２６ ４．９ １４，５９９ ９．３ ４，７３０ １０．９ ６８，６６３ ２．６ １２，５９５ ２．８
１１月 ８４，２４８ ２．８ １７，５９０ ３．０ １４，８６９ ４．０ ５，１７７ ４．１ ６９，３７９ ２．５ １２，４１３ ２．６
１２月 １０８，６７４ ４．９ ２２，２６６ ４．１ ２１，２３３ ９．１ ６，７７６ ３．７ ８７，４４１ ３．９ １５，４９０ ４．２

２０２３年 １月 ８７，３４１ ７．６ １７，６８１ ５．５ １５，０２３ ２５．０ ４，７６４ １４．４ ７２，３１８ ４．６ １２，９１６ ２．５
２月 ７８，２８３ ６．０ １５，８２０ ５．２ １２，７２９ ３３．４ ４，１７６ １８．８ ６５，５５４ １．９ １１，６４４ １．１
３月 ８５，５６４ ２．５ １７，６６９ ３．６ １５，５８１ １１．９ ５，１１７ ８．６ ６９，９８２ ０．６ １２，５５３ １．７
４月 ８３，２６５ ４．１ １７，０９５ ５．２ １２，９９４ ６．４ ４，４９８ ７．６ ７０，２７１ ３．７ １２，５９８ ４．４
５月 ８３，８２２ ２．６ １７，４３７ ３．７ １３，２９６ ４．５ ４，５２８ ５．３ ７０，５２６ ２．３ １２，９０８ ３．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■２０２０年３月に対象事業所の見直しを行ったため、これに関わる前年（度、同期、同月）比増減率は、ギャップを調整するリンク
係数で処理した数値で計算している。

主要経済指標（１）

― ３７ ― ほくよう調査レポート ２０２３年８・９月号

ｏ．３２３（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３７～０４１　主要経済指標  2023.07.21 10.05.17  Page 37 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１９年度 １４９，０７０ ２．８ ４５，２１１ ２．２ ２８３，４９０ ６．６ ７０，０９６ ７．１ １３３，４０９ △０．４ ３３，０１０ ０．７
２０２０年度 １５５，９６１ ４．６ ４９，１７２ ８．４ ２８１，６９０ △０．６ ７２，３４２ ３．２ １４０，４４９ ５．３ ３５，２１１ ６．７
２０２１年度 １５１，４６８△２．９ ４６，７５７△４．９ ２８２，２７４ ０．２ ７３，９２２ ２．２ １３８，４３７ △１．４ ３３，６８３ △４．３
２０２２年度 １４８，４８４△２．０ ４６，６６５△０．２ ２９３，３６４ ３．９ ７８，２０６ ５．８ １３８，１８６ △０．２ ３３，３９５ △０．９

２０２２年１～３月 ３８，８７９△２．１ １２，１１５△０．９ ６８，７１８ ２．１ １８，２０２ ４．９ ２５，８２４ △４．４ ７，４２２ △２．９
４～６月 ３６，５３４ ５．２ １１，１３８△０．１ ７１，１７４ ０．９ １８，８４６ ２．７ ３９，９９２ △１．０ ８，８９７ △２．１
７～９月 ３５，８９３△９．１ １１，６４１△０．３ ７５，１５３ ２．５ １９，９０６ ５．９ ３４，３８８ △３．４ ８，１８６ △２．１
１０～１２月 ３７，４６９△２．４ １１，９５０ １．１ ７４，０９６ ６．３ ２０，１３３ ８．４ ３７，６１９ ２．８ ８，９１５ １．２

２０２３年１～３月 ３８，５８８△０．７ １１，９３６△１．５ ７２，９４１ ６．１ １９，３２１ ６．１ ２６，１８７ １．４ ７，３９７ △０．３
２０２２年 ５月 １２，３１３ ６．９ ３，６８１△３．９ ２３，３１８ ２．８ ６，２８４ １．７ １４，４７８ ０．０ ３，１０１ △３．９

６月 １１，６５９△０．２ ３，９０２ ２．８ ２３，９１３ △２．１ ６，３７３ ３．３ １２，０８２ △７．８ ２，８１０ △０．７
７月 １２，９０４△１２．３ ４，２５０△３．９ ２４，５７８ ２．３ ６，７６４ ６．８ １２，４８７ △５．２ ２，８７４ △２．２
８月 １０，９４８△１３．６ ３，６１４△２．３ ２５，８３４ ２．８ ６，７７４ ５．３ １１，３７３ △２．０ ２，７４２ △１．１
９月 １２，０４１△０．４ ３，７７７ ６．４ ２４，７４１ ２．５ ６，３６９ ５．６ １０，５２８ △２．８ ２，５６９ △３．２
１０月 １１，６６８△１．２ ３，５１６ ０．１ ２３，８４５ ４．１ ６，４４６ ６．０ １１，８８７ ２．７ ２，８４６ １．７
１１月 １１，３７６△３．９ ３，５８９ ０．３ ２４，７０７ ７．４ ６，３７３ ７．９ １１，１８２ △０．１ ２，６７３ △１．３
１２月 １４，４２５△２．０ ４，８４５ ２．５ ２５，５４４ ７．２ ７，３１４ １１．１ １４，５５０ ５．３ ３，３９６ ２．９

２０２３年 １月 １３，４２４ ５．２ ４，１８４△０．３ ２６，３３８ １０．２ ６，４８２ ５．０ ８，９４５ △１．２ ２，４６９ △１．４
２月 １０，６９１ ４．５ ３，４６７ １．３ ２３，９５５ ２．１ ６，１２６ ５．６ ７，３６３ ０．０ ２，２４８ ０．１
３月 １４，４７３△８．９ ４，２８５△４．６ ２２，６４８ ６．１ ６，７１３ ７．８ ９，８７９ ５．０ ２，６８０ ０．３
４月 １０，５８２△１５．８ ３，４１６△３．９ ２５，２７０ ５．５ ６，７４４ ９．０ １２，４６５ △７．２ ２，９９７ ０．４
５月 １０，１８０△１７．３ ３，５０６△４．７ ２４，５４６ ５．３ ６，８４９ ９．０ １４，３８１ △０．７ ３，０４０ △２．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１９年度 ５８２，４１４ １．６ １２１，７４８ １．０ ２７２，９７６ ７．０ ２９１，２３５ ０．８ １３，２６７ △２．１ １，５８４ △１５．９
２０２０年度 ５６２，６６４△３．４ １１５，６００△５．０ ２６４，５９０ △３．１ ２７６，１６７ △５．２ ４，６０１ △６５．３ ０ △１００．０
２０２１年度 ５７３，７９２ ２．０ １１８，０４３ ２．４ ２６３，７３３ △０．３ ２８０，９３５ １．７ ６，３７６ ３８．６ ０ △５７．１
２０２２年度 ６０５，７８５ ５．６ １２３，５３０ ４．６ ２８４，２８８ ７．８ ２９３，６７１ ４．５ １１，３６０ ７８．２ ４５８７６４０３６６．７

２０２２年１～３月 １３６，１６９ ３．４ ２８，２１８ １．８ ２７１，３８４ ７．２ ２８４，３１６ ２．８ １，５６５ ６６．８ ０ △１００．０
４～６月 １４６，１２５ ４．６ ３０，０９３ ３．５ ２６５，１８２ △０．３ ２８９，６９４ ３．２ ２，３１４ １２１．６ ０ －
７～９月 １５９，７４０ ３．９ ３１，７７０ ３．７ ２６８，３７４ ９．６ ２８５，４２９ ７．１ ３，３１３ １０３．８ ４６８１３３．３
１０～１２月 １５４，６６９ ７．３ ３１，９１６ ６．０ ３１９，６７２ １７．２ ３０４，０２２ ４．１ ２，９４５ ３７．６ １３０ －

２０２３年１～３月 １４５，２５１ ６．７ ２９，７５１ ５．４ ２８３，９２６ ４．６ ２９５，５３９ ３．９ ２，７８８ ７８．２ ３２４ －
２０２２年 ５月 ４９，０９３ ５．５ １０，０７８ ３．５ ２５８，８３６ △４．４ ２８７，６８７ ２．４ ７８５ １４７．９ ０ －

６月 ４９，７３２ ４．３ １０，１４１ ４．２ ２５４，２５２ △０．４ ２７６，８８５ ６．４ ８８１ １７５．６ ０ －
７月 ５４，５１１ ３．７ １０，８４４ ３．４ ２６０，２４７ １．７ ２８５，３１３ ６．６ １，０５４ ８６．４ １４６７００．０
８月 ５３，９９８ ５．３ １０，７２０ ５．２ ２７９，４０２ １５．９ ２８９，９７４ ８．８ １，２０５ ９７．４ ２ －
９月 ５１，２３１ ２．８ １０，２０６ ２．３ ２６５，４７３ １１．６ ２８０，９９９ ５．９ １，０５３ １３４．１ ０１４８３３．３
１０月 ５１，４７８ ８．３ １０，５７７ ６．５ ２９５，２４５ ２２．４ ２９８，００６ ５．７ １，０４４ ６４．７ ２ －
１１月 ４９，０６９ ７．４ １０，３２４ ７．９ ３２６，４４４ ２１．９ ２８５，９４７ ３．２ ９１８ ３３．０ ２３ －
１２月 ５４，１２２ ６．２ １１，０１４ ３．９ ３３７，３２７ ９．１ ３２８，１１４ ３．４ ９８３ ２０．４ １０５ －

２０２３年 １月 ４８，７８２ ５．７ ９，９２４ ４．１ ２７３，００６ ０．５ ３０１，６４６ ４．８ ８１６ ４８．９ １２４ －
２月 ４５，７９８ ７．５ ９，２６５ ６．２ ２７５，９０３ ５．１ ２７２，２１４ ５．６ ９１５ １４１．９ １１８ －
３月 ５０，６７１ ６．８ １０，５６２ ６．０ ３０２，８６９ ８．２ ３１２，７５８ １．８ １，０５８ ６５．５ ８２ －
４月 ４９，８０２ ５．３ １０，３９５ ５．３ ２８４，５０４ ０．７ ３０３，０７６ △０．５ ９３７ ４４．７ r ５８５８３９４００．０
５月 ５２，３４２ ６．６ １０，６３３ ５．５ ２４７，５９３ △４．３ ２８６，４４３△０．４ １，１３４ ４４．４ p ６３ －

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度及び四半期の数値は月平均値。 ■「p」は速報値、
「r」は修正値。

主要経済指標（２）

― ３８ ―ほくよう調査レポート ２０２３年８・９月号
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年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１９年度 ３２，４８６ △９．２ ８，８３７ △７．３ １，７５６ △６．０ ４３，０１９ △６．６ １０４，０３６ △０．３
２０２０年度 ３１，７７２ △２．２ ８，１２２ △８．１ １，８５２ ５．５ ４０，０３０ △６．９ ９４，８７０ △８．８
２０２１年度 ３２，０９１ １．０ ８，６５９ ６．６ １，７３２ △６．５ ４３，７３８ ９．３ １０３，７３２ ９．３
２０２２年度 ２９，５７６ △７．８ ８，６０５ △０．６ １，３８４ △２０．１ ４３，２７９ △１．０ １０７，９３７ ４．１

２０２２年１～３月 ４，９７６ △１３．７ ２，００４ ４．９ ３３９ ３．０ ９，７０３ △１．４ ２８，５２８ ６．１
４～６月 ８，９９５ △８．９ ２，１８０ △１．４ ４９６ △２４．０ １２，７４７ ９．１ ２６，８５４ １０．８
７～９月 ８，７８２ △４．２ ２，２４６ △０．０ ３９３ ０．６ １１，６２７ ２１．４ ２７，３０２ ７．９
１０～１２月 ７，０５１ △１２．６ ２，１６２ △１．６ ２４７ △２９．３ ９，５５９ △２５．２ ２４，７３５ △３．６

２０２３年１～３月 ４，７４８ △４．６ ２，０１７ ０．６ ２４８ △２６．９ ９，３４６ △３．７ ２９，０４７ １．８
２０２２年 ５月 ２，５３９ △１８．３ ６７２ △４．３ １１８ △４３．２ ３，７０６ △７．０ ７，６８９ ７．４

６月 ３，２２３ △２．４ ７４６ △２．２ ２３８ △３１．１ ４，５３９ １３．１ ９，８７５ ６．５
７月 ３，１０３ ７．４ ７３０ △５．４ １５５ １３．７ ４，６３７ ３２．６ ８，６５６ １２．８
８月 ３，１８０ ６．１ ７７７ ４．６ １０２ △２５．２ ３，７００ ３３．５ ８，０４５ ９．７
９月 ２，４９９ △２３．９ ７３９ １．０ １３６ １５．４ ３，２９０ △０．５ １０，６０１ ２．９
１０月 ２，６５７ △１２．７ ７６６ △１．８ １０６ △３４．４ ３，２３８ △３３．９ ７，７４５ ０．４
１１月 ２，４０７ △１７．９ ７２４ △１．４ ８８ ５．１ ３，１６３ △７．３ ７，７７０ △３．７
１２月 １，９８７ △５．０ ６７２ △１．７ ５４ △４８．９ ３，１５８ △２９．３ ９，２２１ △６．６

２０２３年 １月 １，０３３ △７．４ ６３６ ６．６ ７８ ６６．２ ３，５９０ ２２．２ ７，４３８ ４．５
２月 １，２２４ △１０．５ ６４４ △０．３ ６８ △４８．０ ３，２１６ △７．０ ７，８０８ ９．８
３月 ２，４９１ △０．０ ７３７ △３．２ １０１ △３６．９ ２，５４０ △２３．２ １３，８０１ △３．５
４月 ３，０９９ △４．１ ６７３ △１１．７ ２１７ ５５．６ ４，３４８ △３．４ ８，７４１ △５．９
５月 ２，４２４ △４．５ ６９６ ３．５ １２０ １．３ ２，８７２ △２２．５ ７，０２２ △８．７

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１９年度 １７０，６０２ △４．４ ５８，９０７ △３．８ ５７，８３４ △４．９ ５３，８６１ △４．６ ４，１７３，１８６ △４．４
２０２０年度 １５４，３９１ △９．５ ５２，９６４ △１０．１ ４９，６７７ △１４．１ ５１，７５０ △３．９ ３，８５９，２５０ △７．５
２０２１年度 １３９，８６８ △９．４ ５２，３１０ △１．２ ４１，８１５ △１５．８ ４５，７４３ △１１．６ ３，４６７，５６１ △１０．１
２０２２年度 １５１，６３３ ８．４ ６０，１３８ １５．０ ４３，６２５ ４．３ ４７，８７０ ４．６ ３，６１３，７０５ ４．２

２０２２年１～３月 ３７，８５９ △１３．９ １４，１２２ △１１．３ １１，３７１ △１０．２ １２，３６６ △１９．８ ９８８，６８６ △１７．４
４～６月 ３３，８７０ △８．５ １２，２００ △８．８ １０，９３９ △１．０ １０，７３１ △１４．７ ７２４，２２５ △１４．４
７～９月 ３６，８４８ ５．４ １４，６０５ ８．４ １０，８９５ ３．２ １１，３４８ ３．９ ８４７，１８９ ２．１
１０～１２月 ３４，１２０ １３．６ １２，６６５ １１．７ ９，４８３ ７．３ １１，９７２ ２１．３ ８８８，１９７ １０．７

２０２３年１～３月 ４６，７９５ ２３．６ ２０，６６８ ４６．４ １２，３０８ ８．２ １３，８１９ １１．７ １，１５４，０９４ １６．７
２０２２年 ５月 ９，３４６ △１８．１ ３，２８８ △１７．２ ２，９４０ △８．２ ３，１１８ △２６．３ ２１１，８５６ △１９．０

６月 １２，６７４ △１．６ ４，４１４ △１３．１ ４，２２８ １４．５ ４，０３２ △１．８ ２６８，０７７ △９．６
７月 １３，１３９ △４．７ ５，１５５ △１．１ ３，９７５ △１３．１ ４，００９ ０．０ ２８８，１４５ △６．９
８月 １０，２２４ △６．７ ４，０２１ △１．３ ３，１０９ △７．４ ３，０９４ △１２．３ ２３４，１４３ △１１．２
９月 １３，４８５ ３２．１ ５，４２９ ２９．６ ３，８１１ ４４．８ ４，２４５ ２５．４ ３２４，９０１ ２６．４
１０月 １２，０３３ ２９．５ ４，２８３ ２０．１ ３，６９３ ３６．７ ４，０５７ ３４．１ ２９５，８０９ ２８．３
１１月 １２，０４１ ９．０ ４，３１７ １１．４ ３，３５３ △０．４ ４，３７１ １４．９ ３０８，０５９ ５．６
１２月 １０，０４６ ３．５ ４，０６５ ４．３ ２，４３７ △１１．９ ３，５４４ １６．５ ２８４，３２９ １．５

２０２３年 １月 １１，５３３ １９．９ ４，９９９ ４０．７ ２，６１０ △１６．１ ３，９２４ ３２．８ ３１９，８７０ １７．４
２月 １３，２８６ ３２．４ ５，９４３ ７８．６ ３，４５４ １４．３ ３，８８９ ５．５ ３５６，２８１ ２２．９
３月 ２１，９７６ ２０．７ ９，７２６ ３４．３ ６，２４４ １９．２ ６，００６ ４．９ ４７７，９４３ １２．１
４月 １４，７６３ ２４．６ ６，７０８ ４９．１ ４，１９６ １１．３ ３，８５９ ７．８ ２８９，５２５ １８．５
５月 １２，００２ ２８．４ ４，７０２ ４３．０ ３，３１９ １２．９ ３，９８１ ２７．７ ２７２，０４２ ２８．４

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３９ ― ほくよう調査レポート ２０２３年８・９月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１９年度 ９５６，２２７ １１．５ １５０，２５５ ６．８ １．１９ １．４１ ３２，０９１ △２．７ ８２７，４６７ △４．５ ２．５ ２．４
２０２０年度 ９８１，９５１ ２．７ １５３，６５８ ２．３ ０．９６ １．０１ ２７，７７５ △１３．４ ６５８，８３８ △２０．４ ３．１ ２．９
２０２１年度 ９６２，７１７ △２．０ １４０，５０３ △８．６ ０．９８ １．０５ ２９，６２３ ６．７ ７１８，７１９ ９．１ ３．１ ２．８
２０２２年度 ９０６，４９８ △５．８ １３９，９３７ △０．４ １．０９ １．１９ ３２，２４８ ８．９ ７８４，７４９ ９．２ ３．０ ２．６

２０２２年１～３月 １４８，９８９ １０．７ ２５，６０５ △８．５ １．０１ １．１４ ３１，４０７ ５．８ ７７４，７７３ ９．４ ３．１ ２．７
４～６月 ４９２，１７８ △６．２ ４９，２９６ △４．４ １．０１ １．０７ ３２，６７７ １３．３ ７６６，５５６ １３．２ ３．７ ２．７
７～９月 ２１４，０４０ △２．１ ３７，４７１ △１．８ １．１３ １．１７ ３３，１９０ １４．５ ７７７，６１３ １１．９ ３．１ ２．６
１０～１２月 ６５，４６１ △７．４ ２３，８０２ △５．４ １．１７ １．２７ ３１，３２８ ７．１ ７７９，００２ ７．０ ２．７ ２．４

２０２３年１～３月 １３４，８１８ △９．５ ２９，３６８ １４．７ １．０８ １．２６ ３１，７９４ １．２ ８１５，８２６ ５．３ ２．６ ２．６
２０２２年 ５月 １４４，１８６ △６．３ １２，６７２ △１０．３ １．００ １．０６ ２９，８５３ １４．３ ７２６，７４７ １６．６ ３．７ ２．８

６月 １６３，２５７ △１．６ １６，５１９ ０．１ １．０４ １．０９ ３３，３６９ １２．２ ８００，２２７ １１．５ ↓ ２．７
７月 １０２，６５０ ０．３ １２，９２４ △７．０ １．１０ １．１５ ３４，６４９ １５．８ ７７２，２４９ １１．９ ↑ ２．５
８月 ５９，８５５ △８．６ １１，５６２ △０．１ １．１２ １．１８ ３０，４１５ １４．２ ７５５，６９７ １３．９ ３．１ ２．６
９月 ５１，５３４ １．５ １２，９８５ ２．４ １．１６ １．２０ ３４，５０７ １３．６ ８０４，８９２ １０．１ ↓ ２．７
１０月 ３６，８５７ △０．２ １０，５５８ △１．９ １．１６ １．２３ ３５，０１７ ９．６ ８３１，６０３ ７．６ ↑ ２．６
１１月 １９，９２１ △７．６ ６，９６１ △７．６ １．１９ １．２７ ３０，２０１ ５．２ ７６７，６４１ ８．０ ２．７ ２．４
１２月 ８，６８２ △２８．８ ６，２８３ △８．４ １．１７ １．３１ ２８，７６６ ６．１ ７３７，７６２ ５．４ ↓ ２．３

２０２３年 １月 ５，７２６ △５０．７ ５，０８８ △２．３ １．１１ １．２９ ３１，４２４ ４．４ ８２１，９７３ ４．９ ↑ ２．４
２月 １０，０３１ △３８．７ ８，９７８ ５２．２ １．０８ １．２７ ３１，４０１ ３．４ ８２０，２７２ １０．５ ２．６ ２．５
３月 １１９，０６０ △１．６ １５，３０１ ５．５ １．０５ １．２２ ３２，５５８ △３．６ ８０５，２３４ ０．８ ↓ ２．８
４月 ２４７，２５２ ３３．８ ２０，４８０ １．９ ０．９７ １．１３ ３０，６３２ △１２．０ ７６１，７１６ △１．４ － ２．７
５月 １６５，６５８ １４．９ １４，１６３ １１．８ ０．９５ １．１０ ２８，２２６ △５．５ ７５４，７１９ ３．８ － ２．７

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度及び四半期の
数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０２０年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０２０年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１９年度 １００．５ ０．８ １００．３ ０．６ ２０７ △７．６ ８，６３１ ６．４ １０８．６８ １８，９１７
２０２０年度 ９９．８ △０．７ ９９．９ △０．４ １６６ △１９．８ ７，１６３ △１７．０ １０６．０４ ２９，１７９
２０２１年度 １００．２ ０．５ ９９．９ ０．１ １４４ △１３．３ ５，９８０ △１６．５ １１２．３６ ２７，８２１
２０２２年度 １０３．９ ３．６ １０３．０ ３．０ ２１４ ４８．６ ６，８８０ １５．１ １３５．４０ ２８，０４１

２０２２年１～３月 １０１．０ １．０ １００．５ ０．６ ４９ １１．４ １，５０４ △３．２ １１６．１８ ２７，８２１
４～６月 １０２．３ ２．９ １０１．６ ２．１ ５９ ７８．８ １，５５６ ４．４ １２９．５６ ２６，３９３
７～９月 １０３．５ ３．４ １０２．５ ２．７ ４０ ４２．９ １，５８５ ９．５ １３８．３４ ２５，９３７
１０～１２月 １０４．９ ４．４ １０３．８ ３．８ ５０ ４７．１ １，７８３ １５．９ １４１．４６ ２６，０９５

２０２３年１～３月 １０４．８ ３．８ １０４．０ ３．５ ６５ ３２．７ １，９５６ ３０．１ １３２．２４ ２８，０４１
２０２２年 ５月 １０２．３ ２．８ １０１．６ ２．１ ２２ １４４．４ ５２４ １１．０ １２８．７８ ２７，２８０

６月 １０２．５ ３．０ １０１．７ ２．２ ２１ ７５．０ ５４６ ０．９ １３３．８６ ２６，３９３
７月 １０３．０ ３．０ １０２．２ ２．４ ９ ０．０ ４９４ ３．８ １３６．６３ ２７，８０２
８月 １０３．４ ３．４ １０２．５ ２．８ １４ １３３．３ ４９２ ５．６ １３５．２４ ２８，０９２
９月 １０４．０ ３．８ １０２．９ ３．０ １７ ３０．８ ５９９ １８．６ １４３．１４ ２５，９３７
１０月 １０４．４ ４．０ １０３．４ ３．６ ２０ ６６．７ ５９６ １３．５ １４７．０１ ２７，５８７
１１月 １０５．２ ４．５ １０３．８ ３．７ １４ △６．７ ５８１ １３．９ １４２．４４ ２７，９６９
１２月 １０５．２ ４．５ １０４．１ ４．０ １６ １２８．６ ６０６ ２０．２ １３４．９３ ２６，０９５

２０２３年 １月 １０５．１ ４．７ １０４．３ ４．２ １４ ７５．０ ５７０ ２６．１ １３０．２０ ２７，３２７
２月 １０４．４ ３．５ １０３．６ ３．１ １８ ２８．６ ５７７ ２５．７ １３２．６８ ２７，４４６
３月 １０４．８ ３．２ １０４．１ ３．１ ３３ ２２．２ ８０９ ３６．４ １３３．８５ ２８，０４１
４月 １０５．６ ３．５ １０４．８ ３．４ １７ ６．３ ６１０ ２５．５ １３３．３３ ２８，８５６
５月 １０５．６ ３．３ １０４．８ ３．２ ２０ △９．１ ７０６ ３４．７ １３７．３７ ３０，８８８

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ４０ ―ほくよう調査レポート ２０２３年８・９月号

ｏ．３２３（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３７～０４１　主要経済指標  2023.07.21 09.07.34  Page 40 



年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１９年度 ２９８，９１３ △２２．２ ７５８，７８８ △６．０ １，２１７，４００ △１５．０ ７７１，７２４ △６．３
２０２０年度 ２２０，２４５ △２６．３ ６９４，８５４ △８．４ ８４３，９５６ △３０．７ ６８４，８６８ △１１．３
２０２１年度 ３３６，７０２ ５２．９ ８５８，７３７ ２３．６ １，３３３，９２６ ５８．１ ９１４，６０３ ３３．５
２０２２年度 ４２２，９８２ ２５．６ ９９２，２６２ １５．５ r１，９３９，２７４ ４５．４ r１，２０９，８０８ ３２．３

２０２２年１～３月 ８３，４５９ ４２．７ ２１９，７７７ １４．５ ４０６，１７１ ５３．７ ２５３，７４２ ３５．２
４～６月 ９２，９７９ １９．６ ２３９，４０９ １５．９ ４２９，４０２ ５３．２ ２８５，３６９ ４０．７
７～９月 １４４，５２０ ６７．５ ２５６，３１３ ２３．２ ４１６，６１２ ４８．９ ３１９，４２８ ４７．３
１０～１２月 １０８，５２７ ２１．７ ２６６，２５１ １８．７ ５９０，８０５ ６０．７ ３２２，８７０ ３４．０

２０２３年１～３月 ７６，９５６ △７．８ ２３０，２８９ ４．８ ５０２，４５５ ２３．７ ２８２，１４１ １１．２
２０２２年 ５月 ２９，８９１ ５３．１ ７２，５１４ １５．８ １６１，４０４ ６１．９ ９６，１７５ ４８．６

６月 ３０，２４７ １９．９ ８６，１３９ １９．２ １１４，０２３ ２８．０ ９９，８８９ ４５．７
７月 ４１，９３３ ５１．４ ８７，５３１ １９．０ １０８，１０１ １９．２ １０１，７５０ ４７．０
８月 ４８，４８０ ７２．９ ８０，６０６ ２２．０ １６１，０８７ ９８．５ １０８，５１０ ４９．５
９月 ５４，１０６ ７７．０ ８８，１７７ ２８．９ １４７，４２４ ３７．５ １０９，１６９ ４６．０
１０月 ３８，７４３ ２１．２ ９０，０１３ ２５．３ ２１３，８５９ ８４．０ １１１，７２８ ５３．６
１１月 ３５，８８５ ２０．１ ８８，３６８ ２０．０ １８５，６４９ ６０．６ １０８，６８８ ３０．３
１２月 ３３，８９９ ２３．９ ８７，８６９ １１．５ １９１，２９７ ４０．９ １０２，４５５ ２０．８

２０２３年 １月 ２１，２３５ ３．５ ６５，５０６ ３．５ １７２，５２５ ３５．８ １００，５７０ １７．９
２月 ２５，８１５ △６．９ ７６，５４３ ６．５ １７１，８３８ ２２．５ ８５，７４２ ８．５
３月 ２９，９０６ △１５．１ ８８，２４０ ４．３ １５８，０９２ １４．２ ９５，８２８ ７．４
４月 ３４，０７５ ３．８ ８２，８９０ ２．６ r １３２，３１６ △１４．１ r ８７，２５３ △２．３
５月 ２８，４７３ △４．７ ７２，９２０ ０．６ p１７３，８８８ ７．７ p ８６，７３９ △９．８

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１９年度 １６９，０４３ ２．４ ８，１３０，６２０ ３．０ １０５，４０２ １．１ ５，１４２，６８９ ２．１
２０２０年度 １８７，２０９ １０．７ ８，９５６，８６１ １０．２ １１２，５９１ ６．８ ５，３９０，６０５ ４．８
２０２１年度 １９６，２０４ ４．８ ９，２４０，１３３ ３．２ １１３，０９７ ０．４ ５，４８３，３９７ １．７
２０２２年度 ２００，２２０ ２．０ ９，５７１，２４３ ３．６ １１４，２９０ １．１ ５，７０３，０６５ ４．０

２０２２年１～３月 １９６，２０４ ４．８ ９，２４０，１３３ ３．２ １１３，０９７ ０．４ ５，４８３，３９７ １．７
４～６月 １９５，２０８ ２．２ ９，２６５，５０５ ３．０ １１２，４９２ △０．３ ５，５１６，２９６ ２．８
７～９月 １９２，３５６ ２．９ ９，２３０，７１６ ２．９ １１２，８１５ ０．１ ５，５８６，１６３ ３．９
１０～１２月 １９６，６２５ ３．０ ９，３２２，４４３ ３．１ １１５，０９４ １．３ ５，６５４，４６４ ４．３

２０２３年１～３月 ２００，２２０ ２．０ ９，５７１，２４３ ３．６ １１４，２９０ １．１ ５，７０３，０６５ ４．０
２０２２年 ５月 １９３，６８１ ２．１ ９，３１２，２４１ ２．９ １１２，４９９ △０．５ ５，４８５，５１８ ２．１

６月 １９５，２０８ ２．２ ９，２６５，５０５ ３．０ １１２，４９２ △０．３ ５，５１６，２９６ ２．８
７月 １９３，９３３ ２．７ ９，２７８，１５４ ３．４ １１３，０３２ △０．０ ５，５３０，５７４ ３．０
８月 １９３，８８５ ２．６ ９，２８１，７９２ ３．３ １１３，７８０ ０．６ ５，５４４，６２５ ３．５
９月 １９２，３５６ ２．９ ９，２３０，７１６ ２．９ １１２，８１５ ０．１ ５，５８６，１６３ ３．９
１０月 １９３，９０７ ３．０ ９，３０５，９８８ ３．４ １１３，６６０ ０．２ ５，６００，２３７ ４．２
１１月 １９５，０２０ ３．３ ９，４００，５８３ ３．８ １１４，３１５ １．１ ５，６１２，５８７ ４．１
１２月 １９６，６２５ ３．０ ９，３２２，４４３ ３．１ １１５，０９４ １．３ ５，６５４，４６４ ４．３

２０２３年 １月 １９４，５４０ ２．８ ９，３８４，７５０ ３．６ １１４，９７３ １．６ ５，６５０，９２７ ４．５
２月 １９４，８０１ ２．５ ９，４０３，６５０ ３．５ １１５，０３５ １．４ ５，６６７，２５４ ４．４
３月 ２００，２２０ ２．０ ９，５７１，２４３ ３．６ １１４，２９０ １．１ ５，７０３，０６５ ４．０
４月 １９９，４２８ ２．３ ９，６４８，００９ ４．０ １１３，５８６ ０．７ ５，７１１，０１５ ４．４
５月 １９８，５１３ ２．５ ９，６７１，５１３ ３．９ １１３，３５４ ０．８ ５，７１５，９５１ ４．２
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●道内経済の動き

●道内企業の経営動向調査
（２０２３年４～６月期実績、２０２３年７～９月期見通し）

●２０２３年 道内景気と賃金の動向について

●寄稿
「北海道アドベンチャー・スマート」のススメ
―旅のリスクを賢く分かりやすく共有する

●コラム 人生１００年時代を生きる（第４回）
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